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３ 社会との連携、国際交流等に関する目標(大項目) 
 

(１)中項目１「社会との連携，国際交流等に関する目標」の達成状況分析 

 

①小項目の分析 
 

○小項目１「教育面では『社会人教育，産官学人事交流，学界活動等を通して，地域社会も含めて世界

に情報発信・啓蒙活動の促進を行う。』」の分析 

    

a)関連する中期計画の分析 

計画１－１「【56】本学における公開講座，オープンキャンパス等をはじめとする教育機会の積極的

な広報を行うとともに，支援体制のスタッフ育成を図る。」に係る状況 

   
一般を対象とした公開講座等については，世界文明センター（資料 56－１）で著名人を招致した講義・

講演や，大田区と連携した区民大学での「東京工業大学提携講座」（資料 56－２）等を行った。そのほ

か，東工大・朝日カルチャーセンター・ジョイントコース（資料 56－３），ものつくり教育研究支援セ

ンターの親子を対象とした「ものつくり体験」などの体験型教育（資料 56－４），オープンキャンパス

での研究室公開（資料 56－５）など幅広い分野で年 50 回以上開催している（資料 56－６，７）。 

社会人を対象とした講座として，企業において概ね10年以上の実務経験を有し，企業の次世代を担う

30～40歳代の現場技術者を対象とした，「製造中核人材（スーパーマイスター）」を育成する社会人向け

講座を「ものつくり教育研究支援センター」に開設（資料56－８）し，大田区の関連組織である（財）

大田区産業振興協会と協力して，「東京工業大学技術交流セミナー」を開催（平成20年３月現在40回開

催）するなど地域産業との連携・交流による社会人教育の機会提供を積極的に進めている（資料56－９）。   

また，平成20年度には，中小企業の次世代を担う中核人材のキャリアアップのため，社会人の学び直

しニーズ対応教育推進プログラムによる「キャリアアップMOTプログラム」を開講することとした。 

一方，講義情報のプラットフォーム（Tokyo Tech OpenCourseWare）（資料 28－８ P123）を構築し，

講義資料をホームページ上で公開しており，大学の講義情報を社会に向け広く発信している（平成 20

年３月現在 293 科目）。 

産官学の人材交流に関しては，特任教授，客員・連携教員の制度を制定し，産学連携推進本部，国際

室，学生支援センター（キャリアアドバイザー）等に外部人材を採用している（資料 56－10）ほか，企

業等からの受託研究員・共同研究員を積極的に受け入れている（資料 56－11）。また，教員採用は，公

募性を採っており産官学機関からの採用者も多い（資料 29－４ P127）。学界活動については，教員の

個人評価項目に学界活動を盛り込み，積極的な活動を評価する体制が整っている（資料 56－12）。 

広報及び社会連携の支援体制充実については，学長直属のマネジメント組織である広報・社会連携セ

ンターを，平成 19 年度に広報センターと社会連携センターに独立させ，強化を図った。スタッフ育成

については，本学の学生が高校生等の見学者を案内する「キャンパスガイド」制度（資料 56－13，14）

を導入し，職員・学生が融合した支援体制を推進した。 
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（資料 56－１）世界文明センター講座・催し 

 

（以下略） 

 

出典：世界文明センターホームページ，評価・広報課作成資料 

平成 19 年度開催数 40 件 
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（資料 56－２）2007 春季大田区民大学－東京工業大学提携講座 

 
出典：大田区役所ホームページ，評価・広報課作成資料 

毎年度６講義 
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（資料 56－３）東工大・朝日カルチャーセンター・ジョイントコース（抜粋） 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

出典：社会理工学研究科価値システム専攻ホームページ 

 

 

 

（以下略） 
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（資料 56－４）ものつくり教育研究支援センター体験型教育 

 
出典：ものつくり教育研究支援センターホームページ 

 

 

 

 
 

（以下略） 
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（資料 56－５）平成 19 年度東京工業大学オープンキャンパス 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                －以下省略－ 

 

 

出典：入試課ホームページ 
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（資料 56－６）平成 18 年度一般を対象として開催された公開講座等（抜粋） 

イベントなど名称 主   な   内   容 開催日 参加者数 

（中略） 

英語による日本事情「私の国、私の大学」 発表会 
留学生と日本人学生の混成チームに 
よる協定校と国の紹介（英語） 

18.11.15 
18.11.22 
18.11.29 
18.12.6 

毎回約 80 名

日本伝統文化探検隊（その 12）干支の猪を折る 
地域住民の協力を得た文化体験学習・ 
交流プログラム 

19.1.31 約 20 名 

「先端ロボットの世界」展     連続講演会（全 11 回） 一般向けのロボット講演会 
2006/7/23
-7/30 

800 

工学地震学・地震工学談話会（Ｎｏ．98） 「地震と脱線」他 18.5.27 57 名 

（以下省略） 

出典：評価・広報課作成資料 

 

 

（資料 56－７）一般を対象とした公開講座開催数一覧 

平成 16 年度 平成 17 年度 平成 18 年度 平成 19 年度 

52 56 59 67 

出典：評価・広報課作成資料 
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（資料 56－８）製造中核人材育成講座 

出典：製造中核人材育成講座ホームページ 
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（資料 56－９）東京工業大学技術交流セミナー（抜粋） 

出典：（財）大田区産業振興協会ホームページ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（以下略） 
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（資料 56－10）キャリアアドバイザー採用 

 

 

（中略） 

 

（以下略） 

出典：学生支援センター作成資料 

 

（資料 56－11）大学情報データベース資料 

B2-2005，2006，2007 入力データ集：№6-4 共同研究・受託研究・受託研究員 
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（資料 56－12）学会役員活動等に関する資料 

 

区  分 平成 16 年度 平成 17 年度 平成 18 年度 平成 19 年度 備考 

学会役員 51 件 65 件 67 件 70 件  

国の審議会・委員会委

員 
459 件 437 件 486 件 499 件  

地方公共団体の審議

会・委員会委員 
72 件 69 件 78 件 83 件  

計 582 件 571 件 631 件 652 件  

出典：人事課作成資料 

 

（資料 56－13）キャンパスガイド実施要項（抜粋） 

 
                    出典：国立大学法人東京工業大学規則集 

 

（資料 56－14）大学見学数とキャンパスガイド数 

大学見学申し込み件数 

平成 17 年度 平成 18 年度 平成 19 年度 

キャンパスガイド数

（平成19年度末登録

数） 

115 件 127 件 

 

152 件 

 

 

 

 

47 人 

                         出典：評価・広報課作成資料 

 

 

○東京工業大学キャンパスガイド実施要項 

                                               平成17年３月31日 

                                                制定 

改正平18.３ .31 

（趣旨） 

第１条この要項は，東京工業大学（以下「大学」という。）が実施する学外者の 

大学案内に参画する大学の学部及び大学院修士課程の学生（以下「キャンパスガ 

イド」という。）の支援業務の実施に関し必要な事項を定めるものとする。 

（目的） 

第２条大学案内の実施は，見学に訪れる高校生及び中学生等（以下「見学者」と 

いう。）に対し，キャンパス内を案内することにより，見学者に大学をより身近 

に感じ，大学への関心及び理解を深めてもらうとともに，キャンパスガイド間の 

交流の場を持つことにより学生生活における豊かな交友関係の形成に資すること 

を目的とする。 

（活動業務） 

第３条キャンパスガイドは，見学者にキャンパス内を案内するとともに，見学者 

が希望する見学内容に沿うよう事前に準備を行う。 

２ 前項の活動業務の細目に関し必要な事項は，別に定める。 

（以下略） 
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計画１－２「【57】(一部再掲)社会人の再教育を行う前記の MOT を修得させる「MOT 社会人大学院/専

門職大学院」の設置の具体案，附属工業高等学校専攻科を廃止して学部レベルの講義を行う「社会

人理工学コース（仮称）」の設置の具体案を策定し，実施する。」に係る状況 

 

平成 17 年度に大学院イノベーションマネジメント研究科を開設し，専門職学位課程（修士）「技術経

営専攻」及び博士後期課程「イノベーション専攻」の２専攻を設置し，社会人学生を受け入れた（資料

57－１）。学生から土曜日開講のニーズが強かったため，全学の合意を得た上で平成 17 年度から土曜日

開講を導入し，その後開講科目を増やす等の方策により，社会人学生にとって履修しやすいよう改善し

ている。 

同研究科技術経営専攻においては，技術経営の中核部分の学習機会を提供する 60 時間程度のプログ

ラム「企業内社会人のキャリアアップを支援するエッセンシャル MOT」を立ち上げた。これは，学習意

欲はあるものの業務との調整ができずに入学や受講を躊躇断念している社会人が多く見受けられ，中小

企業の中堅社員の経営力強化を狙った人材育成のニーズが高いことから，正規の学位課程に加えて新た

な教育課程を整備したものである。なお，本事業は，平成 19 年度文部科学省「社会人の学び直しニー

ズ対応教育推進プロクラム」に採択された（資料 57－２）。 

附属科学技術高等学校（平成 17 年４月に附属工業高等学校より改組）専攻科については，多様なニ

ーズに合致した教育を行うための方策を検討し（資料 57－３），平成 21 年度から学生募集を廃止し，「社

会人教育院（仮称）」を設置して，新たな社会人教育のプログラムを実施することとした。「社会人教育

院（仮称）」が統括するプログラムは，（A）製造中核人材育成講座（開講済）（資料 56－８ P238），（B）

キャリアアップ MOT プログラム（平成 20 年度開講），（C）理工系一般プログラム（大学院相当レベル，

一定時間数受講者に履修証明書を発行，本学大学院生も受講可），（D）理工学基礎プログラム（学部レ

ベル，附属科学技術高等学校専攻科の教育理念を継承する，具体的には２級建築士の資格が得られる「２

級建築士コース（仮称）」，「ICT 基礎コース（仮称）」等のコース開講を計画）等の現代のニーズにあっ

た多様なプログラムを目指している（資料 57－４）。 

 

（資料 57－１）専門職学位課程入学者の社会人学生数 （各年度５月１日現在） 

平成 17 年度 平成 18 年度 平成 19 年度 計  

19 4 6 29 

出典：大学機関別認証評価自己評価書 

 

（資料 57－２）「社会人の学び直しニーズ対応教育推進プログラム」選定事業概要（抜粋） 

 

            

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

               出典：文部科学省ホームページ 
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（資料 57－３）社会人教育協議会議事メモ 

 

略 

出典：平成 19 年度（第２回）社会人教育協議会議事メモ 

 

 

（資料 57－４）東京工業大学社会人教育システム（案） 

 
 

出典：教育推進室作成資料

社会人教育院（仮称）

イノベーションマネジメント研究科（専門職大学院）

イノベーション専攻
（博士後期課程）

技術経営専攻
（専門職学位課程）

東京工業大学社会人教育システム（案）

専

攻

科

附

属

科

学

技

術

高

等

学

校

学生
定員

教員
定員

既設講座 計画講座

物質化学基礎ICT基礎ロボット基礎2級建築士受験資格

学部レベルの基礎講座（附属専攻科の理念を継承）D.理工学基礎プログラム

ﾌｧｲﾅﾝｽ、他

金属熱処理 知財戦略戦略的ICT

主として大学院レベルの専門講座

社会技術基盤講座

物質材料講座

A.製造中核人材育成

プログラム
C.理工系一般プログラム B.MOT プログラム

機械加工 社会技術革新講座 エッセンシャルMOT

履修証明

教員

継続性

大学院
進学 企業

官公庁

社会人

大学院
学生

大学院レベル

企業

官公庁

社会人

学生
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b)「小項目１」の達成状況 

(達成状況の判断) 

目標の達成状況が良好である。 

 

(判断理由) 

ものつくり教育研究センター，大学院イノベーションマネジメント研究科等において，社会人教育を

積極的に行っており，また，産官学人事交流，教員による学界活動も活発である。 

世界文明センター等における公開講座，Tokyo Tech OpenCourseWare による講義資料公開により情報

提供等を行い，また，産業界や地元の自治体である大田区との連携によるセミナーなども開催して広く

科学の知見，研究成果の情報発信を行っている。 
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○小項目２「研究面では『地域産業も含めて世界の産業界のニーズに適合した戦略的研究を促進すると

ともに，大学の有するシーズの社会還元を行うために産学連携を強力に促進し，専門知識の提供等を

通して，国の政策策定，政策実施等の面で官学連携に積極的に努力する』。」の分析 

 

a)関連する中期計画の分析 

 計画２－１「【58】(一部再掲)研究面における社会との連携をより推進するために｢産学連携推進本部｣

を中心として，TLO の機能の拡充，知財一元管理等の方策を検討し，実施する。」に係る状況 

 

産学連携支援の全学の一元的窓口として，産学連携推進本部（資料 45－１ P180）を設置し，本学の

大学技術移転機関（TLO）である（財）理工学振興会と連携を取りながら，知的財産の一元的管理とそ

の活用を進めてきた。体制整備，活動状況に関しては，大学知的財産整備事業の中間評価において A評

価を得るとともに，同事業「スーパー産学官連携本部」プログラムの採択６大学のうちの１校として選

定された。また，同事業「国際的な産学官連携の推進体制」においても，採択 12 校のうち 1 校として

選定されるなど，高い評価を得ている（資料 58－１）。平成 19 年度には，（財）理工学振興会に設置さ

れていた TLO 機能を産学連携推進本部に統合し，名実ともに知財の一元管理を実現した（資料 44－３ 

P179）。法人化以降，産学連携の件数・収入とも大幅に増加している（資料 44－２ P179）。 

戦略的研究の促進については，社会の抱える課題の解決，本学と社会との統合及び知識の統合化を図るこ

とを目的とし，平成 17 年に統合研究院を設置した。統合研究院は，大学が持つ多様な知識を総動員・再構築し

て，設定した目的達成のための解答（ソリューション）を創出する研究拠点を目指すものであり，文部科学省戦略

的研究拠点育成プログラムとして採択された（資料 40－２ P168，41－３ P172）。 

地域産業との連携については，大田区と技術交流セミナーの実施等ニーズに適合した連携を推進して

おり，平成 19 年４月には，地域産業の振興等を目的とした連携・協力に関する協定を締結した（資料

58－２）。 

官学連携については，教員の官学連携に関する兼業実績を把握するとともに，教員個人評価を実施

する際の評価項目に，国の政策策定，政策実施等を行う審議会，委員会活動に関する項目を規定するこ

とにより，積極的に実施する環境を構築した（資料 58－３）。教員の審議会，委員会活動等の実績は増

加した（資料 56－12 P241）。 
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（資料 58－１）「大学知的財産本部整備事業」中間評価結果及び「スーパー産学官連携本部」選定結果

について（抜粋） 

 



東京工業大学 社会連携 
 

- 247 - 

 
出典：文部科学省ホームページ 

 

 

（略） 

 

 

（略） 

 

（略） 
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（資料 58－２）大田区との連携・協力に関する基本協定書 

 
出典：基本協定書 
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（資料 58－３）教員個人評価項目（社会・国際貢献関連評価項目抜粋） 

 

     C）社会・国際貢献関連評価項目 

C－１）教育の間接的な社会効果:C1 

・卒業・修了者の活躍状況（就職先、資格取得、研究機関･学位授与組織への就職、ベ

ンチャー設立、受賞等）:C11 

C－２）学術･研究の間接的な社会効果:C2 

・共同研究者や博士研究員等を通して、新技術･製品の創出、技術･製品の改善、知的財

産の形成、生活基盤の強化、地域との連携･協力の推進、政策形成、国際社会等への

間接的寄与:C21 

C－３）学外審議会、委員会等、その他公的社会活動:C3 

・国，地方団体等における審議会，委員会委員:C31 

・競争的資金に関する審査員，委員:C32 

・大学評価学位授与機構，JABEE 等の審査員:C33 

・国内外の大学，公的，準公的機関の外部評価委員C34 

・国内外の権威ある団体の会員、委員C35 

C－４）学会･学術団体等:C4 

・学会等における会長，理事，代議員，各種委員等:C41 

・学術誌の編集委員:C42 

・学術誌の論文査読:C43 

C－５）社会人教育等:C5 

・一般市民･社会人を対象とした教育活動:C51 

・高校等における出張講義:C52 

・啓蒙書の出版C53 

C－６）外部団体の学術集会･研究会･講演会等:C6 

・国際，国内会議の主催，委員，座長C61 

・公開講座，オープンキャンパスの開催:C62 

・国際協力（JICA、JSPS 等）:C63 

・新聞その他メディアへの発表、発言:C64 

出典：国立大学法人東京工業大学規則集 

 

 

計画２－２「【59】(一部再掲)ベンチャー起業への支援を強化する方策を策定し，実施する。」に係る

状況 

 

産学連携推進本部が戦略的にベンチャー起業を支援する体制を構築しており（資料 45－1 P180），

本部特任教員をベンチャー担当とし，起業やその後のフォローを専任で行っている。本学発ベンチャー企業へ

の称号授与（46 社）（資料 45－３ P182）を行っているほか，（独）中小企業基盤整備機構，神奈川県，横浜

市と連携による，東京工業大学連携型起業家育成施設（東工大横浜ベンチャープラザ）のキャンパス内設置な

どベンチャー支援も充実させた（資料 45－４ P183）。 

ベンチャー・ビスネス・ラボラトリ（VBL）においては，ベンチャービジネスの萌芽となるべき独創的研究を推進す

るため，本学の若手研究者に対するベンチャービジネス推進研究の公募助成（平成19年度募集：１件につき，

50万円～200万円で，総額は1,500万円）を行っている（資料45－５，６ P184）ほか，VBL研究プロジ

ェクトを公募し，採択者には，研究費，研究開発スペースの提供など行っている（資料45－７ P185）。 

インキュベーションセンターにおいては，設立後間もないベンチャー企業のうち，本学の研究成果又

は人的資源等を活用する者が行う事業に対して，施設の貸与を行っている（資料 45－８ P185）。平成

19 年度には，これらの２施設を含む既存の共同利用施設４組織を統合した「フロンティア研究センター」

を整備し，運営体制を強化した（資料 45－９ P186）。 
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b)「小項目２」の達成状況 

(達成状況の判断) 

目標の達成状況が非常に優れている。 

 

(判断理由) 

統合研究院を設置し，産業界のニーズに合った戦略的研究を推進した。大田区と協定を締結し，地域

産業のニーズに適合した研究を推進する体制を整備した。（財）理工学振興会に設置されていた大学技

術移転機関（TLO）機能を産学連携推進本部に統合し，名実ともに知財の一元管理を実施した。産学連

携活動を一元的・戦略的に行った結果，東工大発ベンチャー，共同研究，受託研究等の実績が増加して

いる。 

教員個人評価に公的社会活動に関する項目を規定しており，教員の審議会，委員会活動は増加してい

る。 
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○小項目３「教育面，研究面での国際化及びグローバル化の戦略的展開体制を整備する。」の分析 

 

a)関連する中期計画の分析 

計画３－１「【60】国際室に教育面，研究面での国際化及びグローバル化の戦略的企画･立案機能を一

元化する。」に係る状況 

 

国際活動の企画・立案機能を持つ国際室は，教員と事務職員を融合させた学長のスタッフ組織である。

国際化をさらに推進するため，平成 17 年度には，国際室を，教育面，研究面において国際活動の戦略

的企画・立案を行う企画部門と国際活動支援を行う国際支援部門からなる一元化組織として整備した。

これらの体制整備の取り組みについて，文部科学省の委託事業「大学国際戦略本部強化事業」に採択さ

れたことと併せて（資料 60－１），国際連携プランナー１名，国際連携コーディネーター２名を採用し，

企画・立案機能を強化した（資料 60－２～５）。 

また，国際室に国際アドバイザー委員会を設置し，国内外から著名なアドバイザーを招聘して，国際

戦略の点検・評価等に活用した（過去３回開催）。第３回アドバイザリ－パネルの指摘を受け（資料 60

－６,７），留学生の受入及び学生の派遣数を増加させるため，入学時の留学関係のパンフレットの配布

や，時期折々にオリエンテーションを開催するとともに，年間を通して留学相談を受付ける等の改善を

行った。 

国際室の戦略的企画・立案機能が強化されたことにより，海外の連携大学との関係を精査，大学間交

流協定を見直して協力相手を重点化する等，国際戦略の具体的な成果が挙がっている。 

 これらの点については，「大学国際戦略本部強化事業」の中間評価において，「評価できる」点として

挙げられ，事業全体についても，順調に推移しているという評価を受けた。 

 

（資料 60－１）「大学国際戦略本部強化事業」審査結果（抜粋） 

 
 

（資料 60－２）国際室設置要項（抜粋） 

○国立大学法人東京工業大学国際室設置要項 

平成16年４月１日 

学長裁定 

出典：文部科学省ホームページ 
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改正平17.３ .31，平17.４.15，平17.10.14，平17.11.11，平19.１ .12 

（設置） 

第１条国立大学法人東京工業大学（以下「大学」という｡)に，国立大学法人東京工業大学組織運

営規則（平成16年規則第２号）第21条第１項の規定に基づき，国際室を置く。 

（目的） 

第２条国際室は，国際連携，国際教育（留学生及び日本人学生）に関わる戦略の策定及び推進，

国際水準の教育研究環境の整備並びに国際連携，国際教育に係る諸問題に対処することにより，

世界最高の理工系総合大学の実現に資することを目的とする。 

（室長） 

第３条国際室に室長を置き，理事・副学長のうち学長が指名する者をもって充てる。 

２ 室長は，国際室の業務を総括する。 

（室長補佐） 

第４条国際室に室長補佐を置き，室長の指名する者，学務部長及び研究協力部長をもって充てる。

２ 室長補佐は，室長の命を受けて，国際室の業務を処理する。 

（国際企画員） 

第５条国際室に国際企画員を置き，大学専任の教授，准教授又は講師のうちから学長が任命する。

２ 国際企画員は，室長の命を受けて，研究及び教育における国際戦略の推進に係る高度な専門的

知識を要する業務を処理する。 

（国際連携プランナー） 

第６条国際室に，国際連携プランナー（以下「プランナー」という｡)を置く。 

２ プランナーは，国際戦略に係る企画，実行及び評価に関する業務を行う。 

３ プランナーは， 第15条第１ 項第２ 号により雇用する非常勤教員をもって充てる。 

（国際室付） 

第７条国際室に，国際室付を置き，総務部評価・広報課長，財務部主計課長，学務部留学生課長，

施設運営部施設総合企画課長，研究協力部国際事業課長，学術情報部情報基盤課長その他室長が

必要と認める者をもって充てる。 

２ 国際室付は，第２条に定める目的に関し参画するとともに，当該所属部課等との連絡調整を図

るものとする。 

（専門員） 

第８条国際室に専門員を置き，学務部留学生課課長補佐及び研究協力部国際事業課課長補佐をも

って充てる。 

２ 専門員は，室長の命を受けて，国際室の事務のうち，特に高度の専門的知識及び経験等を必要

とする事務を処理する。 

（部門） 

第９条国際室に，次の部門を置き，当該各号の業務を行う。 

一企画部門国際戦略に関する企画及び立案等に係る具体的施策の検討 

二国際支援部門国際連携活動等に係る支援 

（企画部門） 

第１０条企画部門は，第４条から第８条までに掲げる者で構成する。 

２ 企画部門に部門長を置き，室長補佐のうちから室長が指名する。 

（班） 

第１１条企画部門に，次の班を置き，当該各号の業務を行う。 

一国際連携班国際連携に係る戦略の策定及び推進に関すること。 

二国際教育・研究班教育及び研究に係る国際戦略の策定及び推進に関すること。 

２ 各班に主査を置き，国際企画員のうちから室長が指名する。 

３ 主査は，企画部門長の命を受けて，当該班の業務を処理する。 

４ 各班に必要に応じて実務的処理を担当する専門委員会を置くことができるものとし，専門委員

会の組織及び運営等については，室長が別に定める。 

（国際支援部門） 

第１２条国際支援部門は，学務部長及び研究協力部長並びに学務部留学生課及び研究協力部国際

事業課の職員（非常勤職員を含む｡)で構成するものとし，第10条の企画部門の構成員を兼ねるこ

とができるものとする。 

２ 国際支援部門に部門長を置き，前項の構成員のうちから室長が指名する。 
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（グループ） 

第１３条国際支援部門に，次のグループを置く。 

一学外連携グループ 

二学内支援グループ 

２ 各グループに，グループマネージャー及びグループマネージャー補佐を置き，学務部留学生課

長及び課長補佐並びに研究協力部国際事業課長及び課長補佐をもって充てる。 

（コーディネーター） 

第１４条前条の各グループに，国際連携コーディネーター（以下「コーディネーター」という｡)

を置く。 

２ コーディネーターは，国際連携活動の支援に係る企画，実行及び評価に関する業務を行う。 

３ コーディネーターは，国際連携に関する専門的知識を有する非常勤職員をもって充てる。 

（以下略） 

出典：国立大学法人東京工業大学規則集 

 

 

（資料 60－３）国立大学法人東京工業大学国際支援部門組織及び業務分担取扱要領（抜粋） 

○ 国立大学法人東京工業大学国際支援部門組織及び業務分担取扱要領 

 

 

 

（趣旨） 

第１条 この取扱要領は，国立大学法人東京工業大学国際室設置要項（以下「設置要項」という。）を一部

改正し，国際室に設置する国際支援部門の組織及び運営等に関し必要な事項を定める。 

（組織） 

第２条 設置要項第１３条第３項に基づき，各グループに次のチームを置く。 

一 学外連携グループ  総務・企画チーム，戦略支援チーム及び海外拠点チーム 

二 学内支援グループ  学生交流チーム及び教員支援チーム 

２ 各チームに，チームリーダーを置き，学務部留学生課及び研究協力部国際事業課の係長をもって充て

る。 

（各グループの業務分担） 

第３条 学外連携グループにおいては，次の業務を行う。 

一 国際連携事業に関する総括及び連絡調整に関すること。 

二 国際室の運営に係ること。 

三 国際戦略の推進に係る総括及び各部局等との連絡調整に関すること。 

四 その他国際戦略の推進に係る必要な事項に関すること。 

五 国際連携のための資金調達に関すること。 

六 海外拠点及び海外オフィスの設置及び運営等に関すること。 

七 留学生のリクルート対策及び卒業後のネットワーク構築等に関すること。 

八 所掌事務の調査及び統計その他諸報告に関すること。 

九 その他国際戦略及び国際連携の推進に関するこ 

           ～  略  ～ 

３ 海外拠点チームにおいては，次の業務を行う。 

 一 海外拠点運営室会議に関すること。 

 二 海外オフィスの管理運営（予算要求及び執行）に関すること。 

 三 中国赴日予備教育に関すること。 

 四 日本留学フェアに関すること。 

 五 日本留学試験海外試行選抜に関すること。 

六 所掌事務の調査及び統計その他諸報告に関すること。 

４ 学生交流チームにおいては，次の業務を行う。 

出典：国立大学法人東京工業大学規則集 

国際室長裁定 
（平成 17 年 11 月 1 日） 
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（資料 60－４）国際連携プランナー，国際連携コーディネーター募集案内（抜粋） 

東京工業大学国際室国際連携プランナーの募集 

１．職種 

国際室・国際連携プランナー（特任教授） １名 

２．職務分野 

  国際戦略関係の企画・実行・評価業務に従事。 

３．募集概要 

東京工業大学では、すでに、学長のもとに国際室を設置し、国際戦略ポリシーペーパーを作成し、海

外拠点の展開などを積極的に進めています。文部科学省事業「大学国際戦略本部強化事業」の採択を

契機に、現在「大学国際戦略本部」設置に向け準備を行ない、さらにグローバルな国際戦略を策定し、

国際展開活動を戦略的に推進・支援することを目指しています。 

この事業を推進するため、国際機関、現地法人、海外駐在などを経験された方で、本学の国際連携活

動に積極的に関わって頂ける意欲のある方を、国際連携プランナー（特任教授）として採用します。

（詳細参照； http://www.ipo.titech.ac.jp/ http://www.u-kokusen.jp/univ_pdf/05.pdf ） 

４．主要業務と応募資格 

 （１）主要業務 

・ 国際戦略の企画立案（海外機関との折衝を含む） 

・ 国際戦略プランの実施計画の策定及び実施状況の評価 

・ 国際室の関連組織（企画部門と支援部門）との連携・調整 

 （中略） 

****************************************************************** 

東京工業大学国際室国際連携コーディネーターの募集 

１．職種 

 国際室・国際連携コーディネーター ２名 

２．職務分野 

   国際連携活動に関する業務の企画・実行・評価及び支援 

３．募集概要 

東京工業大学では、すでに、学長のもとに国際室を設置し、国際戦略ポリシーペーパーを作成し、海

外拠点の展開などを積極的に進めています。文部科学省事業「大学国際戦略本部強化事業」の採択を

契機に、現在「大学国際戦略本部」設置に向け準備を行ない、さらにグローバルな国際戦略を策定し、

国際展開活動を戦略的に推進・支援することを目指しています。 

この事業を推進するため、国際機関、現地法人、海外駐在などを経験された方で、本学の国際連携活

動に積極的に関わって頂ける意欲のある方を、コーディネーターとして若干名を採用します。 

（詳細参照； 

 http://www.ipo.titech.ac.jp/ http://www.u-kokusen.jp/univ_pdf/05.pdf ） 

 ４．主要業務と応募資格 

 （１）主要業務 

   ・ 国際連携に係る支援業務全般 

・国際戦略本部業務のワーク・フローの分析，改善 

・海外協定校・機関との交渉・連携支援 

・国際会議，シンポジウム等の準備,運営,支援 

・海外拠点における活動のアドバイス及び運営補助 

・外国人研究者や留学生への支援業務企画・実行及び評価 

（以下略） 

出典：国際室作成資料
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（資料 60－５）国際室組織図 

 
出典：平成 17 年度第 21 回役員会参考資料（一部追記） 
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（資料 60－６）第３回インターナショナルアドバイザリーパネル報告書（抜粋） 

 

 
出典：国際室会議資料 
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（資料 60－７）2006 年・国際アドバイザー招聘について 

２００６年・国際アドバイザー招聘について（素案） 

 

１．招聘者 

● Prof. Cheng Kai-ming（香港大学前副学長）：香港大学において，国際競争力強化担当（特

に，ファンド・レイジング）の要職にあり，高等教育の国際化に関する専門家であり，香

港，中国の有名大学における国際化政策の計画，実施の経験者。平成１４年度，同１５年

度に続き，国際アドバイザーとして三度目の来校。 

● Prof. Carol Ann Spreen（米国メリーランド大学教育政策学部助教授）：平成１１（１９

９９）年より米国の高等教育機関の国際化プロジェクトのディレクター。現在，教育のグ

ローバル化と教育政策改革に関する国際比較研究，教育政策，国際教育，比較教育の教科

担当，及び修士・博士課程の指導に当たっている。 

２．招聘理由 

平成１３年の国際化ポリシーペーパーの提示，昨年の文部科学省「大学国際戦略本部強化事

業」への採択及び国際室の組織拡充と，本学の国際化は大きく進展している。これに伴い，

一貫性のある外部の異なる視点からのアドバイスをもとに客観的評価を得ることが今後の発

展には不可欠となっている。その際には，世界の主要な高等教育機関で大学の国際化に携わ

ってきた実務者や研究者から恒常的にアドバイスを受けることは非常に有意義である点を強

調したい。 

３．招聘事業内容 

平成１５年度に引き続き，２名の国際アドバイザー（米国，アジアの主要大学における国際

連携の実務経験者）を国際室に席を設け，国際室と留学生センターなどの関係機関において，

前回の分析とアドバイスの再検討，及び国際化推進のための分析と具体的なアドバイスを受

ける。 

● Prof. Cheng Kai-ming 

・ 前回のアドバイスをもとにした本学の現状に関するレビュー（特に，国際化に必要なファ

ンド・レイジングに関して） 

・ アジアにおける大学の国際化を踏まえた，本学における国際化の進展に関する評価 

・「東京工業大学の国際戦略」に対するインプット 

● Prof. Carol Ann Spreen 

・ 前回のアドバイスをもとにした本学の現状に関するレビュー（特に，国際教育部門及び衛

星配信などの国際情報インフラ整備に関して） 

・ 米国における大学の国際化を踏まえた，本学における国際化の進展に関する評価 

・「東京工業大学の国際戦略」に提示された，国際室の組織拡充に関するアドバイス 

以 上
 

[Revised 03.07/01] 

Tentative Schedule of Advisory Panel 

2006.03.22-23 

Tokyo Institute of Technology 
Date Activities Participants 

March 20, Monday Arrival: Prof. Carol Ann Spreen 

Check-in at Hotel 

 

 

（以下省略）  
出典：国際室作成資料 
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計画３－２「【61】国際関連の実務組織として，国際室に国際オフィス（仮称）を設置することを検

討し，実施する。」に係る状況 

 

国際関連の実務組織の在り方を検討し，国際室に，既存の事務局組織である留学生課と国際事業課の

機能を統合した国際支援部門を設置した（資料 60－２ P251,60－５ P255）。これにより整備された実

施体制のもと，従来は，学務部と研究協力部の組織として別々に実務を行っていた両課が，企画部門が

立案した施策を相互に連携して実施することとなった。その際に，情報基盤課が担当していた海外拠点

の運営等に関する国際関連の業務を取り込むとともに，留学生課，国際事業課の事務室を学長裁量スペ

ース使用により一箇所に集中させ，より緊密に効率的な業務運営を行えるようにした（資料 61－１～２）。 

 

 

（資料 61－１） JSPS 提出用国際戦略本部事業報告書 

（JSPS 国際戦略本部事業報告書）

東京工業大学の国際戦略  

 

本学は，｢世界最高の理工系総合大学の実現｣を目指している。この目標を達成するためには，

教育，研究，社会貢献のあらゆる面で国際化の戦略的推進が必須である。本学では，教員と事

務職員を一元化した国際室（平成１３年４月設置）が国際展開を強力に推進する。  

この「東京工業大学の国際戦略」は，平成１５年に提示した「国際化ポリシーペーパー」を

もとに，常に変化する現状を分析し，現在のニーズに基づいて策定された実施案である。  

  

１．本学が目指す国際化  

【背 景】 世界的な人口増加と経済発展は，アジア地域を中心に高等教育を求める潜在的な需

要の増大を産み出している。２１世紀に入り，情報通信技術（ＩＴ）を梃子に高等教育のグロ

ーバル化が一層促進し，情報・ひと・モノの移動が速やかになった。学生は，質の高い高等教

育と雇用可能性を求めて移動し，研究者（英知）は研究環境と待遇の優れた機関に移動する時

代となっている。このように，大学が選別される時代に突入し，不可避的に大学間の国際的競

争環境を産み出しているのが現実である。  

本学は，「世界の主要大学は，まず国際的な教育・研究インフラとしての社会的存在として

位置づけられる必要がある」との認識に立ち，世界各国の主要大学と連携を取りつつ，リーダ

ーシップを発揮することが必須と考える。また，本学としては，世界に向けての最先端の情報

発信源となりながら，より質の高い大学運営を目指していく必要がある。 

【方 針】 国際戦略の大きな柱は，次の二つである。一つは，次世代が必要とする世界的規模

の教育・研究インフラの整備へ向けての連携形成の中核になりつつ，自らも世界に向かって大

学を開き，地球規模の競争（メガ・コンペティション）の中でも優秀な学生がその出身国に関

わらず常に入学を希望するような知の中心地となるべく大学をつくり変える。もう一つは，世

界を舞台に各国の優れた大学・研究機関と，相互啓発し，協力・支援しあうネットワークの確

立を目指す。  

今後，教員や学生の国際移動が今より級数的に拡大する中，本学により多くの留学生や外国

人研究者が滞在し，活発な交流が行われることによって，本学が世界有数の質の高い研究重点

型大学院大学となることを想起している。それゆえ，世界の大学と連携し，競争し，世界に向

けて情報を発信していかなければ，本学が標榜する「世界最高の」大学をめざすことはできな

い。本学を，先進的で，効率的で，国際的な研究教育を行なう「高い競争力を持った組織」に

強化再編する必要がある。その手段が，本学における国際化戦略強化事業である。  

【重 点】 従来の国際化施策は，受入れた留学生や外国人研究者を中心とした学内教育研究環

境を国際的な標準に照らして逸早く整備することに重点を置いてきた。これから数年における

施策では，多くの人材の移動と滞在を前提として，理工系総合大学として先端的な情報通信技

術を駆使し，世界各国の大学・研究機関と教育，研究で戦略的に連携することに重点を置く。

同時に，従来から有する本学特有の国際的な資源（国際共同研究，海外拠点，遠隔教育，帰国

留学生など）をさらに有機的・機能的に活用し，情報発信基地としての機能の向上を目指す。

こうした知的貢献を通じて本学の世界的な認知度を高め，まずアジアにおける理工系総合大学

として確固たる基盤を築くことが新たな国際化施策である。   
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２．新たな国際展開のための方策  

２．１ 基本原則  

東工大の国際化ポリシーペーパーに述べられているように，以下の 7つの原則に沿って国際化

を進めていく。   

 〔１〕 量から質へ：留学生や研究交流など交流実績を数量的な増加ではなく，「最高

の質」をめざして交流を進める。  

 〔２〕 個人ベースから組織としての戦略へ：個人単位での交流に終わることなく，大

学レベルの国際化に向けた目標達成に全学で取り組む。  

 〔３〕 分散化から一元化へ：限られた資源で最大限の効果をあげるため，国際室の統

括のもとに国際化の一元的な実務体制をつくる。  

 〔４〕 横並びから重点化へ：資源の均等配分を見直し，戦略的に重要と思われるとこ

ろに，重点的に配分する。  

 〔５〕 ローカルな規準からグローバルな規準へ：大学の制度や運営のしくみを，国際

標準的なものと互換性があるように組み直し，交流が容易となるように改める。  

 〔６〕 受け入れのみから相互交流へ：学生の国際性を養うため，海外に留学しやすい

環境を整えて，留学する学生の数を増やす。  

 〔７〕 最初にやることに意味がある：東工大は，「世界最高の理工系総合大学」を目

指すため，他の大学がまだ試みていないことや，前例がないことを，必要なら果敢に

実行する。  

  

２．２ 基盤的変革  

 本学が新たな戦略的国際展開を図るためには，国際展開の重要性についての認識を革新し，

かつ国際展開を実施するためにふさわしい組織構築が必要となる。  

  

（１） 国際交流から国際連携へ  

 従来，本学では国際展開を｢国際交流｣に代表させていたが，学生，教員，研究者個人の相互

交流を深めるだけでは大学レベルでの真の国際化は達成することができない。真の国際化を図

るためには，相手国と，教育，研究，さらには国際社会貢献で協働する｢国際連携｣の姿勢を強

く打ち出すことが必要である。また，我が国が位置するアジア地域の国々との連携と，先進諸

国の多い欧米地域をも含めた世界の国々との連携とは明確に区別して，それぞれの目的に最も

適した連携活動を推し進めるべきである。本学では国際展開を｢国際交流｣から｢国際連携｣へと

発展させ，世界の大学のリーダーとしての新たな国際展開の局面を切り拓いて行く強い意志

と，そのための強力な支援組織をもつことを目指している。  

   

（２） 国際化へ対応する組織体制  

 組織活動が継続的・螺旋的に改善するためには Plan-Do-Check-Action の改善サイクルが要求

される。そのため，国際室は Plan 及び Check を担当する企画部門，Do 及び Action を担当する

国際支援部門で構成する。  

◯ 企画部門は Plan 及び Check を担当し，国際戦略に関する企画及び立案等に係る具体的な施

策の検討と施策の実施について評価を行う。 

◯ 国際支援部門は Do 及び Action を担当する実行部隊として，「学外連携グループ」と「学内

支援グループ」の 2グループからなり，企画部門の立案した施策を具体的に実施することに

より，国際連携活動に係る支援を行う。  

学外連携グループは国内外の教育・研究機関や，国際機関と連携し，国際連携活動を支援・

推進する。 

• 総務企画チーム：国際室の運営・中期計画に関すること，キャンパスの国際化に 関

すること  

• 戦略支援チーム：学術・学生交流協定に関すること，国際連携のための資金調達  

• 海外拠点チーム：海外拠点に関すること，赴日予備教育，留学フェアに関すること

 

学内支援グループは留学生や外国人研究者の教育・研究活動，日本人学生や研究者の海外派

遣，国際関係の教育・研究プログラムの実施について支援をする。 

• 学生交流チーム：外国人留学生の受け入れ，海外との学生交流プログラム，清華大
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学大学院合同プログラム  

• 教員支援チーム：日本学術振興会学術国際交流事業，国際交流会館，JICA 関係  

 

出典：JSPS 提出用国際戦略本部事業報告書 

 

（資料 61－２）学長裁量スペース使用必要理由書 

平成 1８年２月日

東京工業大学長 殿 

 

申  請  者   国 際 室 長  

三 木 千 壽 

使用責任者    国際室国際支援部門長 

             尾 熊 克 巳 

 

学長裁量スペース使用必要理由書 

 

  国際室は，文部科学省の国際戦略本部事業に採択され，本学の国際的活動を全学的観点か

ら戦略的に遂行するため，体制を整備するとともに，国際機関等の在職経験を有する外部人材

として，国際連携プランナー（特任教授）１名を平成 1７年１１月１６日に，また，国際連携

コーディネーター（専門員相当）２名を，平成 1７年１２月１日にそれぞれ雇用しました。 

  本来であれば，国際戦略関係の企画立案・戦略プランの実施計画の策定及び実施状況の評

価，関連組織との連携・調整を効率的かつ集中的に行うため，外部人材３名とともに企画等を

行う事務職員数名（国際事業課，留学生課）を同じスペースに配置し，実行ある活動を推進す

べきところではありますが，おのおの分散し連携活動を阻害しているのが実態あります。この

ような分散体制では，連携のとれた効率の良い業務が行えず，組織を再編し，外部人材を導入

した意味が問われる状況であります。 

  以上の状況を斟酌していただき，国際戦略本部を実行ある組織として機能させるために，

２単位続きの部屋を，外部人材（３人），事務職員（３）の執務室として，配分をお願いする

次第であります。 

 

出典：学長裁量スペース使用必要理由書 

 

計画３－３「【62】国際大学院コースの抜本的改革案を，国際室を中心に教育推進室と連携して策定

し，実施する。」に係る状況 

 

 従来の国際大学院コースを廃止し，平成 19 年度より，修士・博士一貫課程を中心とした国際大学院

プログラムを開始した。これは全ての講義を英語で行うプログラムであり，英語のコミュニケーション

能力を培う目的から，日本人学生も科目を履修できるものである。これに基づく８プログラムが文部科

学省の「国費外国人留学生（研究留学生）の優先配置を行う特別プログラム」に採択された（国費枠 69

名）（資料４－８ P18，20－１ P104）。国際大学院プログラム運営協議会を設置し，プログラムの運

営に係る事項を同協議会において一括して行うことを定めた。それを受けて，従来はコースごとに定め

ていた国費留学生の採用方針，合否判定等について，同協議会において全学の統一的な基準を定め，運

用した（資料 62－１）。   

また，候補者を選考するにあたっては，合格者の質を担保するために，交流協定校を主たる対象とし

て現地面接等の選抜試験を実施した（資料 19－１ P103）。 
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（資料 62－１）国費留学生採用方針，合否判定について 

 
出典：留学生課作成資料 

 

計画３－４「【63】(再掲)本学主催・共催の国際会議・集会等の開催及び著名外国人研究者の招聘を

積極的に推進する方策を策定し，実施する。」に係る状況 

 

国際戦略本部強化事業の下で，国際会議を担当する戦略支援チーム及び研究者の受入・派遣を担当す

る教員支援チームを新設し，外部経験者を公募により国際連携コーディネーターとして採用するなど強

化を図った。 

この体制の下，（独）日本学術振興会の国際会議開催助成事業（二国間交流事業，国際研究集会，アジ

ア学術セミナーなど）の公募情報を学内ホームページに掲載するとともに，メールマガジンで情報発信

し，応募の促進を図っているほか，来学外国人研究者のための情報を整理して活用するなど，外国人研

究者の招聘を積極的に推進している（資料８－１，２ P48）。また，21 世紀 COE プログラムをはじめ外

部資金等により開催した国際会議等は 119 件から 156 件（３年間で 1.3 倍）に増え，招聘外国人研究者

の数も 555 から 706（３年間で 1.27 倍）に増加している（資料８－３，４ P49）。 

外国人研究者生活支援として，外国人研究者用宿舎（国際交流会館）の利用促進のため，今まで課し

ていた過去の日本滞在歴による入居期間の制限を廃止するとともに，夫婦室においての最長入居期間を

１年から２年間へと延長し，平成 20 年度から利用料金を引き下げること等を決定した。 
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b)「小項目３」の達成状況 

(達成状況の判断) 

目標の達成状況が非常に優れている。 

 

(判断理由) 

「国際室」に，国際関連の企画，立案，実務の機能を集約するとともに，国際アドバイザー委員会設

置等により，より効率的な業務運営の実施及び戦略的企画立案機能を強化した。これらの取り組みにつ

いて，文部科学省委託事業「国際戦略本部強化事業」に採択された。 

国際交流推進のための組織を，国際室に新設し，情報の収集及び提供を行った結果，国際会議・集会

の開催及び外国人研究者の招聘が増加している。 

国際大学院コースを廃止し，修士・博士一貫課程を中心とした国際大学院プログラムを新たに設置し，

文部科学省の「国費外国人留学生（研究留学生）の優先配置を行う特別プログラム」に採択された。 
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○小項目４「世界一流の諸大学との研究交流及び学生を含めた人的交流促進を図る。」の分析 

 

a)関連する中期計画の分析 

計画４－１「【64】(再掲)一定数の学部学生を，国際交流協定校を中心として短期間留学させるとと

もに，本学における海外派遣学生総数を全学生の一定パーセント以上の規模にする方策を策定し，

実施する。」に係る状況 

    

     国際室に関連する事務部門を改組して学内支援グループとして一体的に運用することにより，留学生，

外国人研究者を一元的にサポートする体制とした（資料 60－５ P255）。学生の留学を促進するため，

学則を改定し在学期間及び休学期間の上限を延長し，留学を阻害している要因を取り除いた。 

新入生の入学時に留学に関するパンフレットを配布し，入学後の留学準備に対応できるようにしてい

る。また，毎年，留学フェアを実施し，「フランス留学フェア」，「ドイツの夕べ」などの催しも随時開

催している。そして，ホームページにより留学情報を発信するとともに，留学生センターから「海外プ

ログラム・留学交流メールニュース」を登録学生に定期的に配信し，留学に関する情報提供を行ってい

る（資料９－５，６ P55～56）。 

留学に際しての経済的支援策として独自の奨学金制度を導入し（資料９－８ P58），またシドニー工

科大学との ECTS/UCTS（国際標準単位互換スキーム）を用いた単位互換制度や（資料４－４ P15），モ

ナッシュ大学（オーストラリア）英語研修プログラムを活用して，留学に対するインセンティブを高め

ている（資料９－10 P59）。また，国際交流協定締結数は毎年増え続けている（資料 64－１，２）。 取

り組みの結果，海外派遣等実績は４年間で約 1.5 倍に増加している（資料９－11 P59）。 

 

（資料 64－１）国際交流協定締結数（H16-19） 
     （単位：機関）

  16.5.1 17.5.1 18.5.1 19.5.1 

大学間 39 41 40 46アジア（中

東含む）  部局間 14 16 23 30

大学間 1 2 2 2オセアニア 

  部局間 2 1 3 4

大学間 28 26 27 29ヨーロッパ 

  部局間 15 16 17 23

大学間 12 10 10 11アメリカ 

  部局間 6 8 9 11

大学間  0 1 1 1アフリカ 

  部局間  0 0 1 2

大学間計 80 80 80 89

部局間計 37 41 53 70

合計 117 121 133 159

                        出典：国際事業課作成資料 
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（資料 64－２）国際交流協定校一覧 

 
 

出典：本学ホームページ

（2007 年 5 月 1 日現在） 

国・地域名 協定締結相手大学等名 開始年月 国・地域名 協定締結相手大学等名 開始年月 

ハルピン工業大学 1980.1 ワシントン大学 1974.5 

清華大学 1985.4 カリフォルニア大学 1988.4 

上海交通大学 1991.8 オレゴン州立大学 1992.7 

北京大学 1991.8 
ウィスコンシン大学マディソ

ン校 
1992.8 

西安交通大学 1991.8 
メリーランド大学ボルティモ

ア校,カレッジパーク校 
1992.11 

浙江大学 1993.9 ジョージア工科大学 2001.1 

北京理工大学 1993.12 ペンシルバニア州立大学 2002.5 

中国科学技術大学 1997.9 

アメリカ合衆

国 

ウィスコンシン大学ミルウォ

ーキ校 
2004.4 

大連理工大学 2006.11 サンパウロ大学 1991.5 

中華人民共

和国 

同済大学 2007.4 

ブラジル連邦

共和国 ブラジル航空工科大学 1992.1 

インド インド工科大学デリー校 1994.7 ゲント大学 1992.9 

バンドン工科大学 1988.6 

ベルギー王

国 ブラッセル自由大学 1994.5 

インドネシア大学 1992.12 
デンマーク王

国 
デンマｰク工科大学 1992.9 

インドネシア

共和国 

ガジャマダ大学 2000.2 ヘルシンキ工科大学 1995.1 

韓国科学技術院 1986.5 

フィンランド共

和国 ラッペンランタ工科大学 1998.4 

韓国科学技術研究院 1991.12 国立ポンゼ・ショセ大学 1992.9 

韓国海洋大学 1992.7 国立芸術工科大学 2002.4 

高麗大学 1992.9 レンヌ大学 2002.5 

慶北大学 1993.7 ストラスブール大学 2004.4 

全北国立大学 1995.4 エコール・ポリテクニック 2006.2 

漢陽大学 1996.4 パリ・テック 2007.4 

延世大学 2002.4 

フランス共和

国 

エコール・デ・ミンヌ 2007.4 

ポーハン科学技術大学 2003.3 ミュンヘン工科大学 1982.7 

大韓民国 

ソウル国立大学 2007.3 シュツッツガルト大学 1992.4 

モンゴル科学技術大学 2003.6 
ヨハネス・グーテンベルク

大学 
2001.8 

モンゴル国 

モンゴル国立大学 2007.4 

ドイツ連邦共

和国 

ハノーバー大学 2004.2 

デラサｰル大学 1992.5 ボローニヤ大学 1997.3 フィリピン共

和国 フィリピン大学 1992.8 ローマ大学 1998.9 

シンガポール

共和国 
シンガポール大学 1991.2 

イタリア共和

国 
ミラノ工科大学 2002.5 

チュラロンコン大学 1985.1 
ノルウェー王

国 

ノルウェー工科・自然科学

大学 
1993.2 

キングモンクット工科大学

ラカバン校 
1992.11 モスクワ物理工科大学 1993.6 

タマサｰト大学 1996.3 

ロシア連邦 

ノボシビルスク国立大学 1999.11 

カセサｰト大学 1996.12 
スウェーデン王立工科大

学 
1991.9 

国家科学技術開発庁 2001.9 

スウェーデン

王国 
シャルマーズ工科大学 1992.1 

キングモンクット工科大学

ノースバンコク校 
2005.1 スイス連邦 スイス連邦工科大学 1978.9 

タイ王国 

アジア工科大学 2005.12 マンチェスター工科大学 1979.5 

国立成功大学 1997.11 ストラスクライド大学 1993.2 

国立清華大学 1998.11 サレイ大学 1993.9 

国立台湾大学 1999.1 

英国 

ケンブリッジ大学チャーチ

ルカレッジ 
2001.3 

台湾 

国立交通大学 2004.11 メルボルン大学 1994.8 

ハノイ工科大学 1995.8 

オーストラリ

ア連邦 シドニー工科大学 2005.1 ベトナム社会

主義共和国 ハノイ大学 1995.8 イスラエル国 イスラエル工科大学 1991.12 

   
イラン・イスラ

ム共和国 
シャリフ工科大学 2000.11 

   中東工科大学 1992.12 

   
トルコ共和国

ボアージチ大学 1998.3 

   
タンザニア連

合共和国 
タンザニア水産学研究所 2005.2 
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計画４－２「【65】優秀な留学生や，国内外の研究機関との共同研究や研究交流に関わる海外研究者

の受入数を増加させる方策を検討し，実施する。また，国際交流協定校のうちの選別された特定大

学との，教育研究に関する国際連携プログラムを推進するための組織を構築する方策を検討し，実

施する。」に係る状況 

 

国際室に関連する事務部門を改組し，学内支援グループとして一体的に運用することにより，留学生，

外国人研究者を一元的にサポートする組織とした（資料 60－５ P255）。新たに国際連携プランナー（１

名），国際連携コーディネーター（２名）を公募・採用し，企画・立案機能を強化した（資料 60－４ P254）。

海外の連携大学との関係を精査，大学間交流協定を見直して協力相手を重点化する等，国際戦略におけ

る具体的な成果を挙げている。 

国際大学院コースを廃止し，新たに修士・博士一貫課程を中心とした国際大学院プログラムを開始し

た（資料４－８ P18）。同プログラムは，文部科学省の「国費外国人留学生(研究留学生)の優先配置を

行う特別プログラム」に採択され，国費奨学金枠を確保した（69 名）（資料 20－１ P104）。 

また，清華大学大学院合同プログラム運営委員会及び TAIST 設置準備会を組織し，合同大学院プログ

ラムの企画・運営を行った（資料 65－１,２,４－14 P21）。 

海外の大学と締結している学生交流協定について，現行協定に ECTS/ UCTS（国際標準単位互換スキー

ム）を用いた単位互換の適用に関する付加条項を織り込んだ(資料４－４ P15)。 

留学生や外国人研究者の生活面における支援体制の充実にも取り組み，(財)東京工業大学後援会から

の奨学寄附金により奨学金を支給し，新たに女子寮を借り上げるなど，居住環境の改善を図った。また，

国際室に外国人研究者生活支援等検討のための作業部会を立ち上げ，外国人研究者用宿舎（国際交流会

館）の利用促進のため，今まで課していた過去の日本滞在歴による入居期間の制限を廃止するとともに，

夫婦室においての最長入居期間を１年から２年間へと延長した。 

以上のような取り組みの結果，留学生数は毎年増加し，平成 19 年度には 1,000 人を超えた(資料 65

－３)。全学生に占める留学生の割合は高く，10%を超えている。 

また，客員研究員の受け入れも法人化以降高い水準で推移している(資料 65－４)。 

 

（資料 65－１）東京工業大学と清華大学における大学院合同プログラム規則（抜粋） 

 
出典：国立大学法人東京工業大学規則集

○東京工業大学と清華大学における大学院合同プログラム規則 

平成16年６月25日 

規則第1 6 3 号 

改正 平16規177，平17規７，平19規８，平20規８ 

（趣旨） 

第１条この規則は，東京工業大学（以下「本学」という。）と清華大学との間で 

締結した「東京工業大学清華大学大学院合同プログラム協定書」（以下「協定 

書」という。）に基づき，本学と清華大学が共同して実施する大学院の合同プロ 

グラム教育（以下「合同プログラム」という。）の実施に関し，必要な事項を定 

めるものとする。 

（目的） 

第２条合同プログラムは，本学と清華大学が共同で大学院の学生教育を行い，日 

本語，中国語及び英語の素養を持った，優れた理工系の人材を養成し，両国の科 

学技術及び産業経済の発展に資することを目的とする。 

（運営委員会） 

第３条合同プログラムの円滑かつ適正な運営を図るため，大学院合同プログラム 

運営委員会（以下「委員会」という。）を置く。 

第４条委員会は，次の各号に掲げる事項を審議する。 

一合同プログラムの実施に関し，清華大学と協議すべき事項 

二各コースの連絡調整に関する事項 

三合同プログラムの実施に係る運営資金の募集と配分に関する事項 

四合同プログラムの実施に係る非常勤職員等の雇用等に関する事項 

五その他合同プログラムの実施に関し必要な事項 

（以下略） 
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（資料 65－２）TAIST 合同学位に関する検討委員会提案（第３版） 

以下略 

出典：国際室作成資料 
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（資料 65－３）留学生数の変遷 

出典：TOKYO INSTITUTE OF TECHNOLOGY PROFILE2007 

 

（資料 65－４）客員研究員数 

        (延人数) 

  15 年度 16 年度 17 年度 18 年度 19 年度 
アジア 113 134 136 105 121 

アメリカ 17 21 18 16 22 

ヨーロッパ 50 55 65 50 62 

オセアニア 0 0  0 1 1 

中東 12 4 4 3 13 

アフリカ 8 2 1 2 0 

合計 200 216 224 177 219 

      出典：TOKYO INSTITUTE OF TECHNOLOGY PROFILE，学務部調査資料 

 

計画４－３「【66】国際交流に関する十分な情報の配送信を行うために国際広報体制を拡充整備する。」

に係る状況 

 

世界に向けて情報発信（資料 66－１）するために，国際広報体制を拡充整備した。外国人研究者，交

流協定校，国際機関及び大使館向けの英文広報誌（資料 66－２）の取り扱いを国際室から広報・社会連

携センターに移管し，体制を強化した。平成 16 年度から，従来の大学要覧に代わり本学の取り組みを

紹介する「Tokyo Institute of Technology 」と基本的なデータを掲載する「TOKYO INSTITUTE OF 

TECHNOLOGY PROFILE」の２分冊を，毎年度発行し，ホームページにも掲載した。また，英文広報誌を充

実させることを目的に，広報誌の海外モニターによるアンケートを実施した（資料 66－３）。 

広報誌「Tokyo Tech International」の編集委員を，外国人教員を中心とした体制に強化し，（資料

66－４）内容の刷新を行った。平成 19 年３月からは３ヶ月ごとに「Nature」誌に研究成果等の記事広

告を掲載するとともに，あらかじめ登録している読者に対し，メールマガジンを送信した。また，BBCWeb

及び The Wall Street Journal ASIA にも情報を掲載するなど海外向けの広報を積極的に行った。 

 

      

（資料 66－１）英文ホームページ掲載ニュース数推移 

（件） 

平成 14 年度 36 

平成 15 年度 50 

平成 16 年度 79 

平成 17 年度 133 

平成 18 年度 135 

出典：評価・広報課作成資料 
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（資料 66－２）広報誌『Tokyo Institute of Technology Bulletin』 

 

      

 
 出典：Tokyo Institute of Technology Bulletin 
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（資料 66－３）海外モニターアンケート 

 

 
出典：評価・広報課作成資料 
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（資料 66－４）平成 19 年度 Tokyo Tech International 編集グループ名簿  

平成１９年７月１日現在

 

部   局 

 

職 名 氏  名 任  期 備  考 

理工学研究科 

有機・高分子物質専攻 
准教授 Martin Vacha 

19.4. 1~

21.3.31
 

理工学研究科 

材料工学専攻 
准教授 史  蹟 

19.7. 1~

21.6.3

0 

 

総合理工学研究科 

物資科学創造専攻 
准教授 北本仁孝 

19.4. 1~

21.3.31
 

留学生センター 教 授 仁科喜久子 
18.4. 1~

20.3.31
 

量子ナノエレクトロニク

ス研究センター 
准教授 

◎ 

Adarsh Sandhu 
18.4. 1~

20.3.31
 

◎ 編集長 

出典：評価・広報課作成資料 

 

b)「小項目４」の達成状況 

(達成状況の判断) 

目標の達成状況が良好である。 

 

(判断理由) 

国際室に関連する事務部門を改組して留学生，外国人研究者を一元的にサポートする組織とした。学

則の改定，独自の奨学金，留学フェアの開催，ECTS/ UCTS（国際標準単位互換スキーム）を用いた単位

互換制度等により学生の留学を促進している。また，新たな国際大学院プログラム開始による，国費奨

学金枠の確保や，居住環境の改善等により留学生の受け入れを促進した。 

研究者の交流を促進するため，広報誌の海外モニター制度を実施し，英文による情報発信の充実を図

った。 

以上の取り組みの結果，留学生の受入，派遣の増加及び客員研究員数の高水準での推移が見られる。 
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○小項目５「アジア地域との国際交流を強化拡大する。」の分析 

 

a)関連する中期計画の分析 

 計画５－１「【67】本学の海外オフィス，特にアジア地域のオフィスの数を増加する方策を検討し，

実施する。」に係る状況 

 

国際室に，国際交流・連携を戦略的に推進するため，海外オフィスの組織及び運営等に関する業務を

指揮監督する海外拠点運営室を設置し（資料 67－１），これらの組織の活動をサポートする事務組織と

して，海外拠点チームを設置した（資料 60－２ P251，資料 60－５ P255）。平成 14 年度に設置され

たタイオフィスに続き，フィリピンオフィス，北京オフィスを開設し（資料 67－３），タイとフィリピ

ンの両オフィスには，現地での業務を推進する拠点長を採用した。 

タイオフィスでは，東工大―NASTDA 連携大学院コース（TAIST）の実施（資料 4－14 P21），タイ国

内に向けての衛星及びインターネット講義配信（資料 67－２），フィリピンオフィスでは，学部生対象

のサマープログラムの実施，中国清華大学内に設置した北京オフィスにおいては，大学院合同プログラ

ムに係る業務などを行っており，各オフィスは留学生の獲得戦略を進め，タイ・フィリピンの両オフィ

スでは，遠隔講義システムを利用した国費留学生の面接（資料 19－１ P103）を行った。 

平成 19 年度には，文部科学省・経済産業省協同プログラムである「アジア人財資金構想」高度専門

留学生育成事業に採択され，アジアの優秀な人材を発掘・教育そして日本企業への就職支援を実施する

と同時に，アジアとのネットワークがより一層強化された。また，東アジアを中心とした諸外国から博

士号取得を目指す才能豊かな学生を受け入れ，（独）理化学研究所と連携・協力して，教育・研究の機

会を提供し，本学が学位を授与する「東工大・理研連携国際スクール」を設置した（資料４－13 P20）。 

以上の取り組みの結果，アジアからの留学生（資料67－４）及び客員研究員の受入（資料65－４ P267）

は高い水準で推移している。 
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（資料 67－１）国立大学法人東京工業大学国際室海外拠点運営室設置要項 

○国立大学法人東京工業大学国際室海外拠点運営室設置要項 

平成17年４月15日制定 

改正平17.10.14，平17.11.11

（趣旨） 

第１条 この要項は，国立大学法人東京工業大学国際室設置要項（平成16年４月１日学長裁定。以下

「国際室設置要項」という。）第17条第２項の規定に基づき，国立大学法人東京工業大学国際室海外

拠点運営室の組織及び運営等について，必要な事項を定めるものとする。 

（中略） 

（任務） 

第３条 海外拠点運営室は，次の各号に掲げる業務を行う。 

一 次条に規定する海外オフィスの運営に関すること。 

二 海外オフィスを拠点とした教育研究活動の支援に関すること。 

三 海外への講義配信及びその評価に関すること。 

四 講義配信に伴う教材開発等の体制の構築に関すること。 

五 海外オフィスにおけるイベントの企画及び立案に関すること。 

六 海外オフィスを中心とした東京工業大学（以下「大学」という｡)の広報活動等に関すること。 

七 その他国際室長が必要と認める業務に関すること。 

２ 前項に規定する業務は，必要に応じ学術国際情報センター，教育工学開発センター及び留学生セ

ンター並びに東京工業大学と清華大学における大学院合同プログラム規則（平成16年規則第163号。

以下「合同プログラム規則」という｡)第３条に規定する大学院合同プログラム運営委員会と連携協力

し，遂行するものとする。 

（海外オフィス） 

第４条 海外拠点運営室に，大学の諸外国との学術交流及び国際連携を戦略的に推進するための活動

拠点として，次の各号に掲げる海外オフィスを置く。 

一 TOKYO TECH OFFICE (THAILAND)（次条において「タイオフィス」という。） 

二 TOKYO TECH OFFICE (BEIJING)（次条において「北京オフィス」という。） 

三 TOKYO TECH OFFICE (PHILIPPINES)（次条において「フィリピンオフィス」という。） 

（以下略） 

出典：国立大学法人東京工業大学規則集 
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（資料 67－２） 遠隔講義配信状況 

 

 
 

 

出典：教育工学開発センターホームページ 
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（資料 67－３） 広報誌『東工大クロニクル-No.405』（抜粋） 

出典：広報誌『東工大クロニクル-No.405』 

 

（資料 67－４）留学生数の推移（地域別・課程別） 

     （単位：人）

  16.5.1 17.5.1 18.5.1 19.5.1 

学部 269 288 299 277

修士課程 167 189 210 249

博士後期課程 294 282 274 280

研究生等 91 88 77 86

アジア 

（中東含む） 

小計 821 847 860 892

学部 2 1 3 3

修士課程 11 15 15 12

博士後期課程 17 11 13 13

研究生等 12 9 5 17

アメリカ 

小計 42 36 36 45

学部 1 2 2 2

修士課程 19 22 20 15

博士後期課程 23 27 27 28

研究生等 28 27 30 32

ヨーロッパ 

小計 71 78 79 77

東工大フィリピンオフィス：9 月 29 日に開所式を挙行 

新山 浩雄 

（中略） 

東工大は今までの東南アジアとのつながりを維持強化するために，また将来ともこの地域は日本の大学にとって重視すべき一つの

地域であるとの認識の下で，タイオフィスを設置（2002 年）した。このたびフィリピンに同じようなオフィスを開設したのも，国際化に向

けての中期計画に沿った動きの中の一つである。しかしながら拠点が独自に出来ることは限られている。その役割はその国の事情

を的確につかみ，帰国留学生を含む（そしてそれだけに限らない）人脈を作っていくことであり，それにより東工大のある部局・グルー

プが何らかのプロジェクトを行おうというときに的確な助言，支援が出来るようになることに尽きる。いろいろな部局に拠点を使っての

プロジェクトを考えていただきたいと思っている。拠点の担当者としてはそれらに最大限の支援をさせていただく。 

 何が出来るかを考えていくよすがとして，オフィスを設置した DLSU の概要およびいままで本学がフィリピンとの協力で行ってきた

事のいくつかについて紹介しよう。 

 

 デラサール大学の概要：DLSU は４つのキャンパスを持つがそれぞれのキャンパスはかなり高度の自立性を有している。それらを

統合して DLSU System が構成されている。その中心となるのが学部生 9717 名，大学院生 1913 名が学ぶ DLSU-Manila で，工学

部，理学部ほか人文／社会系学部も持つフィリピン最高の私立大学である。工学部には Chemical Eng., Civil Eng., Electronics & 

Communication Eng., Industrial Eng., Manufacturing Eng. & Management, Mechanical Eng. の６つの学科がある。理学部には Biology, 

Human Biology, Chemistry, Mathematics, Physics がある。 

 

 フィリピンにおける東工大の活動：フィリピンにおいては今までも多くのプロジェクトが行われてきた。学術振興会事業“東南アジア

諸国との拠点大学方式による学術交流事業”は 20 年の歴史を持ち，現在の環境工学・土木工学分野の共同研究に引き継がれてい

る。現在この事業を基盤に学生交流も行われている。実際，この９月には 20 日の日程で東工大の開発システム工学科の学生 16 名

が DLSU-Manila を訪問し，語学研修・野外調査活動に参加した。 

 また，国際開発援助の分野では，AUN SEED Net（ASEAN University Network - Southeast-Asia Engineering Education 

Development Network）プロジェクトが ASEAN 10 ヶ国の 19 大学を束ねて行われており，化学工学分野では DLSU-Manila が，環境

工学分野では UP Diliman（フィリピン大学ディリマン校）がホスト校に選ばれ，東工大がその分野における日本側支援大学幹事校と

なっている。このプログラムにより現在 20 名程度の他の ASEAN 諸国からの学生が DLSU-Manila で学んでおり，東工大の化工・

開発化工の教員が副指導教員として指導している。 

 

 このようにすでに交流活動自体はかなり活発に展開されている。オフィスはそのような活動をより円滑に行うための支援，帰国留学

生との繋がりの維持と強化，共同研究課題の開発と展開のための前衛としての役割を果たしていきたいと思っている。特にフィリピ

ンは英語国であり，語学研修と組み合わせた学生交流は一つの重点活動になろうと思う。 

 

 なお，フィリピンオフィスには，Ronaldo Gallardo 氏（土木工学科）が Manager として，また，Lan さんが秘書として常駐している。ま

た，拠点長新山はフィリピンと日本との間を行き来することになるが，日本にいる間の連絡先は東工大国際室海外連携チームであ

る。 

（以下省略） 
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学部 1 0 0 0

修士課程 0 0 2 2

博士後期課程 0 0 0 2

研究生等 5 5 5 8

オセアニア 

小計 6 5 7 12

学部 3 3 3 0

修士課程 3 3 2 1

博士後期課程 7 8 8 9

研究生等 5 2 1 2

アフリカ 

小計 18 16 14 12

学部計 276 294 307 282

修士課程計 200 229 249 279

博士後期課程計 341 328 322 332
  

研究生等計 141 131 118 145

合計 958 982 996 1038

出典：TOKYO INSTITUTE OF TECHNOLOGY PROFILE 

 

b)「小項目５」の達成状況 

(達成状況の判断) 

目標の達成状況が非常に優れている。 

 

 (判断理由) 

海外拠点運営室の統括のもと，３カ国に海外オフィスを設置し，留学生のリクルートや，講義配信な

どの活動に力をいれているほか，NSTDA との連携大学院（TAIST）や清華大学との大学院合同プログラム

に係る業務を連携して行うなど，海外オフィスを利用したアジア地域との国際交流を戦略的に行ってい

る。 

「アジア人財資金構想」高度専門留学生育成事業の実施，「東工大・理研連携国際スクール」の設置

等により，アジアからの留学生及び客員研究員の受け入れが増加，あるいは高い水準で推移している。 
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②中項目１の達成状況 

(達成状況の判断) 

目標の達成状況が非常に優れている。 

   

(判断理由) 

 教育面における社会との連携については，世界文明センターを中心とした公開講義・講演の実施，大

田区と連携した本学教員の区民大学での講義開催等の一般向け講座や，現場技術者を対象とした，もの

つくり教育研究支援センター「製造中核人材（スーパーマイスター）」講座，大学院イノベーションマ

ネジメント研究科における中小企業向け MOT プログラム等教育機会の積極的な提供を行うとともに，

Tokyo Tech OpenCourseWare では，講義資料をホームページ上で広く公開している。また，特任教授，

客員・連携教員の制度を活用した産官学の人事交流を行っている。 

 研究面では，統合研究院を設置し，産業界のニーズに合った戦略的研究を推進する一方，地元の自治

体と連携協力に関する協定を締結し，地域のニーズに合った研究を推進する体制を整備した。また，TLO

機能を産学連携推進本部に統合，知財の一元化とその活用を図り技術移転を推進するとともに，戦略的

にベンチャー起業の支援を行っており，産学官連携実績は大幅に増加している。 

国際交流については，国際室に国際関連の企画，立案，実務の機能を集約するとともに，国際連携プ

ランナー等を採用し，体制を強化した。国際大学院コースの抜本的改革にも取り組み，同コースを発展

させ，修士・博士一貫課程を中心とした国際大学院プログラムを新たに設置した。研究者及び学生の交

流を促進するため，独自の奨学金，留学フェアの開催，居住環境の改善，英文広報誌の充実等を行って

おり，留学生の受入，学生の海外派遣及び客員研究員の受入件数が増加，あるいは高い水準で推移して

いる。 

 以上のように，産業界や国際社会のニーズを踏まえて，体制を整備し，取り組みを推進した結果，産

学連携及び国際交流の活動が活発に行われ，件数が増加していることから，目標の達成状況が非常に優

れていると判断される。 
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③優れた点及び改善を要する点等 

(優れた点) 

１．本学の理工系教育を世界の共有財産とすべく，講義情報のプラットフォーム（Tokyo Tech 

OpenCourseWare）を構築し，293 講義ノートを掲載しており，講義資料を広く公開している。（計画１

－１） 

２．企業等との組織的連携を積極的に進め,13 機関と協定を締結するなど産学連携を戦略的に推進した

結果，受託・共同研究，特許料収入等の実績が増加した。（計画２－１） 

３．学長直属の産学連携推進本部を設け，全学的な立場で産学連携ビジョン，知的財産ポリシー等の策

定を行い，それに基づいた各種施策を実施した。その結果，「大学知的財産本部整備事業」中間評価

において A評価を受けるとともに，「スーパー産学官連携本部」の１校として選定された。（計画２－

１） 

４．タイ，フィリピン，北京に海外オフィスを設け，TAIST（東工大－NSTDA 連携大学院）や清華大学と

の大学院合同プログラムに係る業務を連携して行うなど，海外拠点を活用した国際交流を戦略的に行

っている。（計画４－２） 

５．修士・博士一貫課程を中心とした国際大学院プログラムを新たに設置するとともに，独自の奨学金

を支給するなど留学生受入体制を整備した結果，留学生数が一貫して増加している。同プログラムは，

文部科学省「国費外国人留学生（研究留学生）の優先配置を行う特別プログラム」に採択された。（計

画４－２） 

 

(改善を要する点) 

該当なし。 

 

(特色ある点) 

１．世界文明センターを中心とした公開講義・講演の実施や，大田区と連携した本学教員の区民大学で

の講義開催等，教育機会の積極的な提供を行った。また，啓発的活動の一環として，親子を対象とし

た「ものつくり体験」などの本学の特色を活かした体験型教育も実施した。（計画１－１） 

２．ものつくり教育研究支援センターを中心に現場技術者を対象とした「製造中核人材（スーパーマイ

スター）」講座を，また，（財）大田区産業振興協会と協力した「東京工業大学技術交流セミナー」を

開催するなど地域社会および産業界との連携を深めている。大学院イノベーションマネジメント研究

科においては，平成20年度から中小企業の次世代を担う中核人材のキャリアアップのための「キャリ

アアップMOTプログラム」開講を決定するなど社会人教育，産官学連携を積極的に行っている。（計画

１－１，１－２） 

３．全国に先駆け，学外 TLO を学内に統合し，知財の一元管理を確立するとともに，産学連携会員制度

の発足，NEDO マッチングファンド事業の開始など新たな事業を展開した。（計画２－１） 

４．国際アドバイザー委員会を設置し，国内外から著名なアドバイザーを招聘し，国際化の進捗状況に

ついてアドバイスを受け，国際戦略の点検・評価等に活用している。（計画３－１） 
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４ 附属図書館に関する目標(大項目) 
 

(１)中項目１「附属図書館に関する目標」の達成状況分析 

 

①小項目の分析 
○小項目１「先導的電子図書館システムを充実させ，学内及び国内外に対する双方向の情報流通サービ

スの拡大及び効率化を図る。」の分析 

 

a)関連する中期計画の分析 

計画１－１「【71】研究成果のディジタル化と体系的情報発信を可能とするポータル機能の充実等，

学内外の学術情報流通基盤機能の整備・充実・強化を図る。」に係る状況 

 

平成 17 年度に策定した学術機関リポジトリ構築のための全体構想「Tokyo Tech STAR」に基づき（資

料 48－２－２ P203），OpenCourseWare（OCW）の推進のほか（資料 28－８ P123）， Research Repository

構築のため，学内の学術研究論文等の一元的な蓄積・管理・発信を目的とした「T2R2 システム」を整備

した。本システムは，登録を容易にする PDF 解析，CSV による一括入力等の多彩な入力サポート機能を

備え，著書・論文ごとに研究者と関連付けて管理する等，学内の研究業績情報をより効率的・体系的に

蓄積している（資料 71－１，２）。また，研究者自身の論文・業績管理に利用できるよう登録内容の多

用な出力機能を有しているほか，ホームページにポータルサイトを設けて，統合的に検索可能なサービ

スを開始し，英文ホームページも設け，本学の学術研究論文等の研究成果情報を広く世界に発信してい

る（資料 71－３）。 

本学独自のデータベースとして，「文献データベース」においては，掲載論文情報が入手しにくい国

際会議録・テクニカルペーパーの目次情報を収集しており，「学位論文データベース」においては，索

引情報のみならず全文データの収集も進めている。また，本学教員の著書の目次情報及び表紙画像デー

タを「学術図書目次データベース（Tokyo Tech Book Review データベース）」として公開しており，こ

れらのデータベースは，蔵書検索システム（OPAC）において，図書・雑誌及び電子ジャーナル・電子ブ

ックとともに，横断的な検索ができ，広く提供できるように整備されている（資料 71－４，５）。 

電子図書館システムにおいては，本学の各種情報システムへのアクセスに関する一元的なアカウント

管理をおこなっている「東京工業大学キャンパス共通認証・認可システム」と連携を図っており，個人

情報保護法に基づく適切な個人情報の管理，情報セキュリティポリシーの遵守及び学内資源の効率的利

用を行い，各種のオンラインサービスにおいて，個人認証の安全性と利用者にとっての合理性・効率性

の確保を図っている。 

これらの学術情報基盤の整備については，学長の戦略的マネジメント組織の一つである「情報基盤統

括室」が，室長（理事・副学長（研究担当））のもと，附属図書館長を副室長として，戦略的に検討・

実施する体制となっている。 
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（資料 71－１）T2R2 システムの目的等 

目的 
T2R2(Tokyo Tech Research Repository)システム は，東京工業大学における教育・研究活動の産物であ
る多様な知識資源の体系的な蓄積と発信をめざす Tokyo Tech STAR の柱の 1 つである Research 
Repository 構築のため，学内の学術研究論文等の一元的な蓄積・管理・発信を目的としたシステムです。 
 
特長 
T2R2 システムは，本学所属の全ての研究者が執筆された学術研究論文等のメタデータ（書誌情報等）お
よび PDF ファイル形式の論文本文を登録・保存・公開するための機能を備えます。 
 
T2R2 システムに登録された論文・著書は，T2R2 システムの検索サイトを通して，広く学内外の利用者によ
る検索・閲覧が可能になります。また，研究者情報システムの研究業績データとしても活用されます。 
 
T2R2 システムへのコンテンツ登録は研究者自身により行っていただきますが，論文登録のための労力を
できるだけ少なくする入力サポート機能を備えるとともに，論文・著書の管理システムとしてご利用いただく
ために，登録済コンテンツの多目的な利用を可能とする多様な出力機能を備えています。 

・ 論文登録のための労力をできるだけ少なくする入力サポート機能  
・ 登録のメリットを実感できる多目的利用可能な多様な出力形態  
・ 既存の他のシステムとの連携  

- 東工大業績一覧，研究者総覧(冊子版/Web 版)の原稿作成 
- 研究開発支援総合ディレクトリ(ReaD)へのデータ提供  

・ 大学管理のサーバによるデータの永続的な保存 
 
登録データの多目的利用による入力サポート機能 

・ 全学認証認可システムの情報を有効活用 
東京工業大学キャンパス認証・認可システムと連動していますので，東工大 IC カードによる個人認証
で利用いただけます。  

・ 論文・著書の単位でコンテンツの管理を行っていますので，共著の場合にも，お一人が論文・著書を
登録されれば，共著者全員で共有可能になります。  

・ 各論文・著書の更新権限は，著者（共著者）のみに与えられますが，「入力代行者」を登録いただくこと
も可能になります。（平成 18 年度内）  

・ 論文・著書の PDF ファイル登録後に，解析処理プログラムによりタイトル・著者名等の自動抽出を行う
ことができます。  

・ 論文本文の蓄積・保存・公開には，全ての著作権者（著者・出版者）の許諾が必要になります。主な出
版者の許諾状況については現在確認中です。  

・ 共著の機会が多い研究者等のリストを作成いただくことができます。それにより，共著者入力の手間
が軽減されます。  

・ 所属される，COE，科学研究費補助金等の研究プロジェクトのリストを作成いただくことができます。そ
れにより，個々の論文・著書登録時に，研究プロジェクトと結びつけることが可能になります。  

・ PDF 解析による書誌情報の自動抽出  
・ CSV ファイルによる一括入力機能を提供します。（平成 18 年度内）。 

出典：T2R2 ホームページ 
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（資料 71－２）T2R2 概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：附属図書館作成 NII 交流会用資料 

 

 

T2R2とは．．．

東京工業大学の機関リポジトリは、研究
担当理事・副学長を主査とする「情報基盤
統括室」のもとに、 Tokyo Tech STAR 構想
の三本柱の一つであるTokyo Tech RRとし
て位置づけられています。

T2R2システム は，学内の学術研究論文

等の一元的な蓄積・管理・発信を目的とし、

研究者自身によるデータの登録と活用
を基本とした、Research Repository構築の
ためのシステムです。

実感できる登録の
メリット

学内研究者には．．．
・入力コストの軽減

全学認証認可システムとの連動
PDFからの書誌事項の取込み
共著者へのリンク
著作権処理の確認

・登録データの多目的利用
業績一覧のWebページ自動作成
科研費等の申請書出力

学外の方には．．．
・東工大研究論文の一元検索
・PDFファイルなどでの原文の閲覧

研究者情報システムとの連携
・既登録データの移行
・研究者プロフィールからのリンク．．．

学内体制

http://t2r2.star.titech.ac.jp/

利用の流れ

運用後アクセス数（2007.8.31-2008.3.10)

運用後登録数（2007.8.31-2008.3.10) 登録総件数

数字で見るT2R2

メタデータ登録数 3,900件 144,601件
本文登録数 234件 352件

外部公開TOPページ 65,700件
業績詳細画面閲覧 1,265,222件
。

登録サイトアクセス 104,112件

目に見える反響！
検索サイトへの
アクセス数

T2R2の特長
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（資料 71－３）T2R2 公開検索ページ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：T2R2 ホームページ 

 

（資料 71－４）東京工業大学電子図書館サービスの主な特徴 

○東工大 OPAC（蔵書検索） 
・ 東京工業大学附属図書館が所蔵する図書・雑誌・学位論文・科研費報告書・会議録等と東京工業大学で利用できる電子ジ

ャーナル・電子ブックとの検索が同時に行えます。 検索結果詳細画面に表示された URL をクリックすることで，OPAC から

直接電子ジャーナル・電子ブックを利用することが可能です（学内のみ）。 

また，検索結果から電子ジャーナル本文や TDL オリジナルデータベースの目次情報へのアクセスができるようになりまし

た。  

・ 雑誌の検索結果から，SwetsWise online contents（約 17,000 タイトルの外国雑誌の目次情報）による目次情報の確認が行

えます（学内のみ）。  

・ 当該図書が貸出中か否かの確認ができ，貸出中の図書に対しては貸出予約を行えます。また，国立情報学研究所提供の

「Webcat Plus」を検索することが可能です。 

さらに，「東京工業大学教員情報検索」システムとの相互リンクを実現しています。  

・ 検索結果を TDL オンラインリクエストの文献複写・貸借依頼サービス（e-DDS）に利用することが可能です（学内のみ）。  

・ 携帯電話対応版の OPAC をご利用いただけます。 

 

○TDL オリジナルデータベース 
・ 文献データベース  

NASA Technical Report をはじめ，東京工業大学が所蔵する国際会議録・テクニカルペーパーの最新目次情報データベー

スを作成・提供しています。収録件数：国際会議録 356,911 件（2006 年 6 月現在），テクニカルペーパー148,083 件（2007 年

11 月現在） 

また，SwetsWise online contents（約 17,000 タイトルの外国雑誌の目次情報），SDOS（ScienceDirectOnSite，62 タイトルの

電子ジャーナル本文)の検索が行えます（学内のみ）。 
 
・ 学位論文データベース  

東京工業大学で授与された全ての学位論文(東京工業大学附属図書館所蔵)の索引情報を収録したデータベースを作成・

提供しています。著者の許諾が得られた論文については，その全文を閲覧可能です。収録件数：11,184 件（うち本文を公開
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している論文：1,847 件）（2007 年 11 月現在） 
 

・ 学術図書目次データベース（Tokyo Tech Book Review データベース）  

「東工大先生の本文庫」を中心に学習用図書の書名・著者名に加え，目次情報が検索できます。許諾が得られた図書につ

いては表紙画像もあわせて閲覧できます。 
 
・ TDL オリジナルデータベースのうち，文献データベース（国際会議録・テクニカルペーパー・SDOS）及び学位論文データベー

スを対象にした横断的な検索が可能です。 

出典：附属図書館ホームページ 

 

（資料 71－５）本学オリジナルデータベースの利用状況 
データベース名 H16 年度 H17 年度 H18 年度 H19 年度 

文献データベース     

国際会議録 30,312 25,153 22,038 20,253 

テクニカルペーパー 8,815 6,802 6,490 8,661 

学位論文データベース 20,360 19,084 18,420 21,546 

学術図書目次データベース 
（Tokyo Tech Book Review） 

1,487 3,315 3,597 3,864 

出典：附属図書館作成資料 

 

b)「小項目１」の達成状況 

(達成状況の判断)  

目的の達成状況が非常に優れている。 

 

(判断理由)  

T2R2（Tokyo Tech Research Repository）システムを整備し，本学研究者が執筆した学術研究論文等

の書誌情報等を効率的に蓄積するとともに，登録内容を統合的に検索可能なポータルサイトを設け，広

く情報発信している。 

また，学術図書目次データベースの公開等，本学独自のデータベースの整備・拡充を図るとともに，

蔵書検索システム（OPAC）との連携による横断的な検索機能を強化しており，情報流通サービスの拡大

及び効率化を十分に行っている。 

学術情報基盤の整備については，学長の戦略的マネジメント組織の一つである「情報基盤統括室」が

戦略的に実施している。 
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○小項目２「全国学術情報流通の拠点として，外国雑誌センター館機能の整備充実を図る。」の分析 

 

a)関連する中期計画の分析 

計画２－１「【72】国内未収集の理工系外国雑誌を網羅的に収集するとともに，全国の研究者への情

報サービスを実施する。」に係る状況 

 

昭和 52 年度に理工学系外国雑誌センター館として指定を受け，現在では年間 1,500 タイトルを超え

る外国雑誌や国際会議録等を収集し，学内はもとより全国の研究者の利用に供している（資料 72－１）。 

コアジャーナル（国内所蔵館数の多い雑誌）については，国内所蔵館数調査や理工学分野の主要デー

タベースの調査に基づき，また他の外国雑誌センター館と調整のうえ，可能なものから購入中止を進め，

本学の特色であるレアジャーナル（特に国内未収集誌）を新規購入することにより，全大学において網

羅的に収集できるようセンター館機能の充実を図っている（資料 72－２）。 

また，外国雑誌センター館として新規購入予定雑誌については，発注段階の情報提供を行うとともに

（資料 72－３），国際会議録・テクニカルペーパーの巻号等の受入情報については，本学文献データベ

ースの即時更新・提供に努め，年間約 30,000 件が参照されている（資料 71－５ P282）。また，所蔵資

料は，大学図書館間の文献複写物提供サービスを通じて全国の研究者へ年間約 25,000 件提供しており

（資料 72－４），本サービス提供実績数は全国の大学で２位となっている（資料 72-５）。 

 

（資料 72－１）本学で受入れた外国雑誌タイトル数（外国雑誌センター館含む） 

H16 年度 H17 年度 H18 年度 H19 年度 

3,180 3,086 2,997 2,563 

出典：附属図書館作成資料 

 

（資料 72－２）レアジャーナルへの切り替え件数 

 H16 年度 H17 年度 H18 年度 H19 年度 

コアジャーナル購入中止決定件数 113 162 81 73 

レアジャーナル新規購入決定件数 113 112 86 59 

出典：附属図書館作成資料 

 

（資料 72－３）外国雑誌センター館新規購入雑誌リスト  

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（以下省略） 

出典：外国雑誌センター館ホームページ 
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（資料 72－４）大学図書館間の文献複写提供サービス数 

 H16 年度 H17 年度 H18 年度 H19 年度 

学外への依頼 4,591 4,210 3,728 2,685 文献複写 
（学外） 学外からの依頼 27,058 25,435 26,376 23,241 

3,941 3,483 2,933 2,378 文献複写 
（学内） 

括弧（下段）は 
e-DDS サービス (2,803) (2,489) (2,003) (1,468) 

＊申し込み受付数を集計（実際に成立しなかったものも含む）  出典：附属図書館作成資料 

 

（資料 72－５）NACSIS-ILL 統計情報 複写受付件数順一覧（平成 19 年度） 

 

略 

 

以下略 

出典：国立情報学研究所目録所在情報サービスホームページ 

 

b)「小項目２」の達成状況 

(達成状況の判断)  

目的の達成状況が非常に優れている。 

 

(判断理由)   

理工学系外国雑誌センター館として，全国の外国雑誌の収蔵情報収集を行い，国内未収集の外国雑誌

を集中的に購入して，全国の理工学系外国雑誌の網羅的な収集を図っている。 

また，新規購入予定雑誌の発注段階での情報提供や本学文献データベースでの国際会議録・テクニカ

ルペーパーの巻号等の受入情報の即時更新・提供に努めており，文献データベースは年間約 30,000 件

が参照され，文献複写サービスは年間約 25,000 件を全国の研究者に提供し，拠点図書館としての役割

を果たしている。 
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○小項目３「最先端科学技術分野における電子的資料を研究情報基盤として整備し，学術研究を支援す

る。」の分析 

 

a)関連する中期計画の分析 

計画３－１「【73】主要な理工系電子ジャーナル及び文献データベースを整備し，併せて人文・社会

科学系分野の強化を図る。」に係る状況 

 

平成 16 年度に継続的に整備する電子ジャーナル・学術文献データベースを策定し，それに基づき，

自然科学系及び社会科学系分野の両面において整備を進めている（資料 73－１，２）。研究室等におけ

る外国雑誌購読希望調査の際には，新たに電子ジャーナル購読希望調査を行い，その結果も反映して整

備している。 

また，広く無料で公開されている，電子ジャーナル・学術文献データベース等についての情報を収集

し，タイトル及び URL 等をホームページ上で提供している。平成 19 年度には，新電子図書館サービス

を開始し，有料・無料双方の電子ジャーナルを同一の画面で検索できるようにするとともに，蔵書検索

システム（OPAC）及びオリジナルデータベースの検索結果から，電子ジャーナル本文や目次情報へのア

クセス及び本学で資料を所蔵・購読していない場合の文献複写・貸借依頼までの一連をホームページ上

で可能としている（資料 73－３，４）。さらに全学認証・認可システムと連動したネットワークアクセ

ス機能により，本学が契約している電子ジャーナル等を学外からも利用可能となり，利便性が向上して

いる。 

このように利用環境も含めて整備を進めた結果，約 27,000 タイトル（うち，人文・社会科学系約 8,600

タイトル）がホームページ上から利用可能となり，活用されている（資料 73－５）。 

 

（資料 73－１）電子ジャーナルサービス 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：附属図書館ホームページ 

 

（資料 73－２）学術文献データベース 
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出典：附属図書館ホームページ 

 

（資料 73－３）新電子図書館サービス 

新電子図書館サービスについて（ご案内） 
 

平成 20 年 2 月 12 日 
附属図書館 

  
新電子図書館サービスの開始に伴い，新しくなりました機能をご案内申し上げます。なお，新電子図書館で提供する TDL

オンラインリクエスト・サービスの一覧につきましては， 「TDL オンラインリクエスト・サービス」概要を御覧ください。 
 

I. 文献入手支援機能の強化  
1. 東工大 OPAC（所蔵目録）の検索対象に，本学で購読している電子ブックおよび無料で公開されている電子ジャーナ

ルが追加されました。これにより，図書・雑誌の所蔵，および，利用可能な電子ジャーナル・電子ブックを一括して検
索できるようになりました。また，冊子体の所蔵の有無とあわせ，電子ジャーナル本文の利用可否も確認できます。  

2. リンキングサービスを導入することにより，東工大 OPAC やオリジナルデータベースの検索結果から以下の操作が
続けて行えるようになりました。  
・ 検索結果や目次情報からの電子ジャーナルサイトで提供される論文本文へのアクセス  
・ 本学で資料を所蔵・購読していない場合の文献複写・貸借依頼  

3. 電子ジャーナル管理サービスを導入することにより，電子ジャーナルサイトへのリンク切れを回避できるようになりま
した。  

4. 下記データベースの検索結果から東工大 OPAC を検索できるようになりました。  
Web of Science，Engineering Village，SciFinder Scholar，EBSCO host，CiNii，PubMed，First Search，MathSciNet，
Google Scholar 

5. 従来は書類で受け付けていた下記サービスを Web から依頼できるようになりました。  
・ 学内他キャンパス附属図書館からの図書の取寄せ  
・ 私費による文献複写取寄せ  

 
II. 施設予約機能の追加  

附属図書館大岡山本館グループ研究室，すずかけ台分館ゼミプレゼンテーション室，および，百年記念館会議室の利
用予約を Web 上から行えるようになります。  

なお，本機能による予約は，2008 年 4 月より受付を開始いたします。  
 

III. 図書館サービスに関する個人ポータルページの提供  
新電子図書館サービスでは，ログイン後に，ログイン利用者が利用可能なサービスのみを掲載したポータルページを

提供しております。ポータルページでは，各サービスの申込みや処理状況も御確認いただけます。また，ログイン利用者
宛の図書館からのお知らせも御確認いただけます。  

 
IV. 代理人登録  

下記サービスについて，予算管理者である教員の代理として依頼を行う方を登録できるようになりました。  
・ 図書館を通した研究室備付雑誌の購読手続き  
・ 図書館を通して購入した雑誌の経費，および公費による文献複写・貸借依頼に要した経費の確認  
・ 百年記念館会議室の予約  

 
V. ログイン ID，パスワードについて  

旧サービスでは図書館独自のパスワードおよび認証によりサービスを御利用いただいておりましたが，新電子図書館
サービスでは，TDL オンラインリクエストを御利用になる際のログイン ID，パスワードを東工大ポータルと統一いたしまし
た。また，認証につきましては東工大ポータルと連携して行うように変更いたしました。 

（以下省略） 

出典：附属図書館ホームページ 
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（資料 73－４）新電子図書館サービスにおける文献入手支援機能の強化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：附属図書館ホームページ 

 

（資料 73－５）電子ジャーナル主題別タイトル数及び利用実績等 
 
１．契約電子ジャーナルタイトル数 

平成 16 年度 平成 17 年度 平成 18 年度 平成 19 年度 

6,295 6,915 6,926 7,591 

 

２．契約電子ジャーナル利用実績（論文ダウンロード数） 

平成 16 年度 平成 17 年度 平成 18 年度 平成 19 年度 

1,121,569 1,283,546 1,346,382 1,307,828 

※ 主要 10 出版社・学協会提供分についての実績 

 

３．学術文献データベース利用実績（利用回数） 

平成 16 年度 平成 17 年度 平成 18 年度 平成 19 年度 

106,124 124,800 139,333 135,672 

※ 主要３データベースの実績 

出典：附属図書館作成資料 

 
※主題別タイトル数には無料公開分を含む 
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b)「小項目３」の達成状況 

(達成状況の判断)   

目的の達成状況が非常に優れている。 

 

(判断理由)  

主要な理工系電子ジャーナル及び学術文献データベースを整備するとともに，広く無料で公開されて

いる電子ジャーナルについても，人文・社会科学系分野を含め提供を行っている。さらに新電子図書館

システムの導入により，電子ジャーナルサービス等と本学 OPAC（蔵書検索）との連携をさらに強化し，

電子媒体と紙媒体資料を組み合わせた情報を効果的に発信しており，学術研究支援を充実させている。 
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○小項目４「自学自習効果を高めるために，図書・資料等の充実を図るとともに，情報アクセス環境の

整備および図書館サービスの拡大強化を実現する。」の分析 

 

a)関連する中期計画の分析 

計画４－１「【74】図書館の利用方法や情報探索の方法等，情報リテラシー教育の支援を行う。」に係

る状況 

 

図書館サービス利用支援のため，利用案内や各種マニュアル等を整備し，全てホームページ上で公開

している（資料 74－１）。同時に「Ask サービス」と題した利用者からの質問の受付及び回答メニュー

を用意し，その中から作成した「よくある質問とその回答（FAQ）」を併せて公開しており，19 年度は

170 件利用されている。（資料 74－２）。 

また，新入生に対する「図書館オリエンテーション」，日本語と英語による「ライブラリーツアー」，

短期留学生（YSEP）のための英語による講習会等を実施しているほか，ウェブ版ライブラリーツアーを

掲載している。論文作成等の支援として，研究室に対する個別講習会，出張講習会，オーダーメイド講

習会，学内者向けの学術文献データベース利用講習会を開催している（資料 74－３）。 

さらに学部１年次全員が対象の授業「コンピュータリテラシ」において，「図書館で情報検索」と題

する講義を図書館職員が行い，アンケート結果により有用性を確認しているほか，一部の学科・専攻の

授業において行っている電子ジャーナルの利用方法を中心とした講義は，当初の年間２講義から平成 19

年度には４講義となり，平成 20 年度からは７講義となる予定である（資料 74－４）。 

平成 20 年２月に自己点検評価を実施し（資料 74-５），翌月外部評価委員会を開催した（資料 74-６）。

評価の指標とした図書館利用者アンケート（資料 74-７）は，図書館サービスに対する高い満足度が示

されており，アンケート結果は図書館サービスの強化方策の参考としている。  

 

（資料 74－１）図書館利用マニュアル一覧 

利用マニュアル PDF ファイルを見るには Acrobat Reader が必要です 
 
論：論文検索、 記：記事検索、 所：図書、雑誌などの所蔵検索 
 

・初めて東工大図書館を利用する方 

ライブラリーツアー on the web  ウェブ版ライブラリーツアーです。 

OPAC での検索方法 (PDF) 東工大が所蔵する資料を検索します。 

OPAC 検索結果の見方[図書] (PDF) 目的の本を、入手するまでの流れを紹介します。 

OPAC 利用ガイド検索結果の見方[雑

誌](PDF) 
目的の雑誌を、閲覧するまでの流れを紹介します。 

 

・電子ジャーナルの利用方法 

電子ジャーナル利用法(PDF)  
電子ジャーナルの特色、および個々の電子ジャーナルタイトルぺージを表示

する手順を解説 

主要な電子ジャーナルサービスの利用方法

(PDF)  
電子ジャーナルタイトルページ内で論文を表示する手順を解説 

 

・日本語データベース（日本語で検索／日本の論文・記事を検索 ） 

ぶんそく(PDF) 論 科学技術文献速報（CD-ROM)です。日本語で海外論文が検索可能。  

 

・欧文データベース 

EBSCOhost(PDF) 論 
外国雑誌掲載論文を検索するデータベース。場合によっては全文入手も可

能。  

Engineering Village(PDF) 論 Compendex 等、工学系データベースを同一の検索画面から利用できる。解説 

FirstSearch(PDF)所 論 米国 OCLC 提供のデータベースです。 全分野対象。 解説 

Web of Science(PDF) 論 

インターネットブラウザを介して、SCI が検索できるサービスです。解説  

・ 機能別資料（１） ：ある論文がどれだけ引用されているか調べるには？ 

・ 機能別資料（２） ：ある雑誌のインパクトファクターを調べるには？   

出典：附属図書館ホームページ 
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（資料 74－２）「Ask サービス」及び「よくある質問とその回答（FAQ）」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：附属図書館ホームページ 

 

（資料 74－３）平成 19 年度講習会等  
内  容 

開催日 講習会名称 
場  所 対  象 参加人数

館内の配置と利用方法の案内 
3/8-4/2 プレ・ライブラリーツアー（英語） 

すずかけ台分館 東工大の学生 5 名 
館内の配置と利用方法の案内 

3/8-4/2 
プレ・ライブラリーツアー（日本
語） すずかけ台分館 東工大の学生 7 名 
研究室向け講習会 OPAC/電子ｼﾞｬｰﾅﾙ/ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ/オンラインリクエスト 

4/4 
（理工学研究科[工系]） 研究棟内パソコン室 学部 4 年生～博士，助手  13 名 

館内の配置と利用方法の案内 
4/4-4/19 ライブラリーツアー（日本語） 

図書館（大岡山本館） 東工大の学生  77 名 
館内の配置と利用方法の案内 

4/4-4/19 ライブラリーツアー（英語） 
図書館（大岡山本館） 東工大の学生  5 名 
館内の配置と利用方法の案内 

4/4-4/19 ライブラリーツアー（日本語） 
図書館（すずかけ台分館） 東工大の学生  24 名 
館内の配置と利用方法の案内 

4/4-4/19 ライブラリーツアー（英語） 
図書館（すずかけ台分館） 東工大の学生 2 名 

OPAC/電子ｼﾞｬｰﾅﾙ/ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ/オンラインリクエスト/館内案内 
4/11 オーダーメイド講習会 

図書館（大岡山本館）カウンター 学部 4 年生～博士（情報理工学） 3 名 
OPAC/電子ｼﾞｬｰﾅﾙ/ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ 

4/23 研究室出張講習会 
図書館（大岡山本館）カウンター 学部 4 年生（理工学研究科[工系]） 4 名 

OPAC/図書と雑誌の特性 
4/24 授業（「セラミックス実験第一」） 

講義室 学部 4 年生 （材料工学専攻） 35 名 

電子ジャーナル/データベース/オンラインリクエスト 
5/9 文献探索スキルアップ講座 

すずかけホール 
修士 1 年～博士 3 年，教員（生命
理工学研究科） 

98 名 

データベース(Web of Science, PubMed) 

5 月 15 日 研究室向け講習会 
ゼミ・プレゼンテーションルーム 

学部 4 年生～博士 3 年，教員（生
命理工学研究科） 

13 名 

電子ジャーナル，データベース(Cinii, Engineering Village, SciFInder Scholar, Web of 
Science)，電子ブック（化学資料館） 

5 月 25 日 研究室向け講習会 
研究棟内会議室 

学部 4 年生～博士 3 年，教員（理
工学研究科[理系]） 

22 名 

OPAC 検索/図書の探し方/オンラインサービス 
5/8-5/30 

コンピュータリテラシ(学部全学
科目[情報ﾈｯﾄﾜｰｸ科目]) 情報ﾈｯﾄﾜｰｸ演習室(大岡山/すずかけ

台) 
学部 1 年生 1,025 名 

データベース(Web of Science, PubMed) 
6 月 13 日 研究室向け講習会 

ゼミ・プレゼンテーションルーム 学部 4 年生～博士課程 16 名 
Web of Science と電子ジャーナルの活用法の説明 

8 月 1 日 
外部講師「電子ジャーナルと引
用分析」講習会 演習棟第一演習室 修士～博士課程の学生，教職員 46 名 

図書館サービス/図書・雑誌の探し方/電子ジャーナル利用方法 
9 月 25 日 

Library Guidance for 
YSEPstudents 図書館会議室 YSEP 生 28 名 
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図書・雑誌の探し方/文献の探し方 
9 月 27 日 オーダーメイド講習会 

図書館（大岡山本館）カウンター 職員（研究室図書室担当） 1 名 
学術論文とは/電子ジャーナル/電子ブック/学術文献データベース 

10 月 4 日 授業「応用化学文献講読」 
情報ネットワーク演習室２(大岡山) 応用化学科 3 年生 46 名 
館内の配置と利用方法の案内 

9/26-10/5 ライブラリーツアー（日本語） 
図書館（大岡山本館） 東工大の学生  7 名 
館内の配置と利用方法の案内 

9/26-10/5 ライブラリーツアー（英語） 
図書館（大岡山本館） 東工大の学生  15 名 
館内の配置と利用方法の案内 

9/26-10/5 ライブラリーツアー（日本語） 
図書館（すずかけ台分館） 東工大の学生  3 名 
館内の配置と利用方法の案内 

9/26-10/5 ライブラリーツアー（英語） 
図書館（すずかけ台分館） 東工大の学生 4 名 
学術論文とは/電子ジャーナル/学術文献データベース 

10 月 16 日 授業「化学情報検索演習」 
学術国際情報センター 第一実習室 化学科 3 年生 41 名 
SciFinder Scholar の基本的説明 / SciFinder Scholar 2007 新機能 

10 月 24 日 SciFinder Scholar 2007 講習会 
図書館（大岡山本館）会議室 東工大学内者 23 名 
SciFinder Scholar の基本的説明 / SciFinder Scholar 2007 新機能 

10 月 26 日 SciFinder Scholar 2007 講習会 図書館（すずかけ台分館）3 階ゼミプレ
ゼンテーションルーム 

東工大学内者 18 名 

CiNii / 電子ジャーナルサービスの検索機能 
10 月 31 日 オーダーメイド講習会 

図書館（大岡山本館）カウンター 修士 1 年 1 名 

学術文献データベース / 電子ジャーナル / オンラインリクエストサービス / Web 上の学
術情報資源 11 月 14 日 人間行動システム研究法 第二 
学術国際情報センター 第一演習室 修士 1 年 12 名 

ScienceDirect と Engineering Village の便利な機能 
11 月 28 日 

「 ScienceDirect & Engineering 
Village」講習会 演習棟第一演習室 東工大学内者 24 名 

出典：附属図書館ホームページ 

 

（資料 74－４）コンピュータリテラシ受講者アンケート 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：附属図書館作成資料 

 

コンピュータリテラシ受講者アンケート

669名
64%

46名
4%

340名
32%

とてもよくわかった 普通 よくわからない（46名）
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（資料 74－５）附属図書館自己点検評価報告書目次 

 

出典：附属図書館自己点検評価報告書 
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（資料 74－６）外部評価委員会議事次第 

 
出典：附属図書館作成資料 
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（資料 74－７）図書館利用者アンケート集計結果（平成 19 年度実施，回答数 518） 

 

（略） 

 

（以下略） 

出典：附属図書館作成資料 
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計画４－２「【75】授業に必要な理工系資料及び人格形成に必要な人文科学系・社会科学系資料の収

集整備を図る。」に係る状況 

 

附属図書館が収集する資料については，「附属図書館資料選定方針」（資料 75－１）に基づき，蔵書整

備委員会において，本学の授業用教科書に指定されている図書やシラバスに記載された授業用参考図書，

年２回実施する全教員に対する推薦依頼結果（資料 75－２），常時受け付けている教員からの推薦や学

生等からのリクエスト並びに委員会委員による新刊和書を中心とした推薦候補について，理工系分野と

人文・社会科学系分野のバランスを考慮して選定している（資料 75－３）。 

理工学系以外の分野についても幅広い知識や教養を深めることを目的として，すずかけ台分館に「ペ

リパトス文庫」を開設し，小説・新書等を中心とした 1,700 冊あまりの図書を備え，貸出も 4,000 冊を

超えている（資料 75－４）。 

また，ホームページ上での図書の予約のほか，予約可能時のメール通知サービス（資料 75－５），学

習用図書のより詳細な検索のための約 3,500 冊の著書目次情報等のデータベース化（資料 75－６），期

末試験期間に配慮した開館時間の延長（資料 37－４），等，自学自習効果を高めるための環境面につい

て整備している。 

「全学共通認証・認可システム」と連携を図り，学外からも OPAC（蔵書検索）やオリジナルデータベ

ースサービス，電子ジャーナルサービス，オンラインリクエストサービス等といった電子図書館サービ

スを，安全性・安定性が確保された環境で利用することが可能となった。 

「Tokyo Tech STAR」構想にある，ホームページ上で講義資料を提供する「Tokyo Tech OCW」は，平

成 19 年度末 293 科目公開しており（資料 28－８ P123），情報アクセス環境を格段に向上している。館

内にキャンパス公衆無線 LAN アクセスポイントを設置し，情報アクセス環境の整備及び利用者の自学自

習効果の向上が実現されている。  

 

（資料 75－１）東京工業大学附属図書館資料選定方針 

（趣旨） 
第１条  この方針は, 図書館における利用者サービスに適合する資料の選定について必要な事項を定める。 
（目標） 
第２条  図書館における資料は, 学生の教育内容及びカリキュラム等との関連を考慮して次の目標のもとに選

定を行う。 
  一  本学の授業科目がある学問分野については, 授業との連携をとりつつ, 教育効果を最大に高めること

を目標として, その分野の基礎的及び専門的知識を修得するために必要な資料を備える。 
二  本学に授業科目がない学問分野については, 基礎的資料を精選して提供する。 
三  一般教養の修得及び人格形成に必要な基礎的資料を精選して提供する。 

（以下省略） 

出典：附属図書館文書 
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（資料 75－２）図書館学生用図書の推薦について 

平成19年６月20日 
教    授 
准 教 授   各位 
講    師 

附属図書館長 
高 橋 幸 雄 

 
図書館学生用図書の推薦について（依頼） 

 
日頃より、附属図書館の運営にご協力をいただき感謝しております。 
附属図書館では、例年、先生方のご推薦により学部生・大学院生の自学・自習用の学生用図書を選定し、利

用に供しています。 
また、あわせて授業内容に関して参考となる授業関連図書についても推薦いただき、購入してきました。 
つきましては、今年度についても、上記目的にふさわしい図書を収集し学生に提供したいと思いますので、下

記の要領にて担当係宛にご推薦下さるようお願いします。 
 

記 
１．推薦していただく図書 

1）学生用図書 
学部生・大学院生が利用する一般図書（学習用、教養）及び専門分野の入門書としてふさわしいものを

ご推薦ください。 
2）授業関連図書（2007 年度後期授業用） 

シラバスに記載されている教科書、参考図書及びそれに準ずる図書をご推薦ください。 
（以下省略） 

出典：附属図書館文書 

 

（資料 75－３）分類別図書一覧 （平成 19 年度）（単位：冊） 

 

         出典：附属図書館作成資料 

 

区 分 和 書 洋 書 計 割 合 

総 記 10,271 12,966 23,237 3.00%

哲 学 15,882 8,129 24,011 3.10%

歴 史 19,650 5,910 25,560 3.30%

社会科学 50,434 31,669 82,103 10.60%

自然科学 83,004 212,100 295,104 38.10%

工 学 97,355 140,432 237,787 30.70%

産 業 12,951 6,413 19,364 2.50%

芸 術 7,968 8,298 16,266 2.10%

語 学 7,281 7,435 14,716 1.90%

文 学 21,345 15,059 36,404 4.70%

合 計 326,141 448,411 774,552 100.00%
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（資料 75－４）ペリパトス文庫 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

出典：附属図書館ホームページ 

 

（資料 75－５）オンラインリクエストサービス（図書貸出予約の概要） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：附属図書館ホームページ 

 

 



東京工業大学 附属図書館 
 

- 298 - 

（資料 75－６）学術図書目次データベース（Tokyo Tech Book Review データベース）  

出典：平成 19 年度コンピュータリテラシ講義資料 

 

b)「小項目４」の達成状況 

(達成状況の判断)   

目的の達成状況が非常に優れている。 

   

(判断理由)  

附属図書館の利用方法や情報探索の方法等について，利用経験・目的に応じた講習会・講義の実施等

の支援を行っている。図書の整備は，「蔵書整備委員会」において，教員の推薦を受けるなど，授業と

の連携をとりつつ，自然科学系分野と人文・社会科学系分野のバランスを考慮して選書している。また，

情報アクセス環境についても学術図書目次データベースの導入を図るなど整備を進め，学外からのアク

セスを可能とするなど図書館サービスを拡大強化し，効果的に自学自習が行えるような環境を整備して

いる。 
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○小項目５「クリエイティブ空間としての次世代図書館構想を策定する。」の分析 

 

a)関連する中期計画の分析 

計画５－１「【76】図書館，学術国際情報センター，フロンティア創造共同研究センター，地球史資

料館，博物館（現百年記念館展示部門）を統合し，各組織の機能向上，各組織が連携した研究・学

習・社会貢献のための新たな情報提供及びサービスの拡大を目指した複合型施設の設置を検討し，

具体的方策を策定する。」に係る状況 

 

図書館，学術国際情報センター，フロンティア創造共同研究センター，地球史資料館，百年記念館展

示部門を統合した複合型施設の設置を目的に，平成 16 年度に各組織の代表者による懇談会及び「次世

代情報関連施設の機能の在り方に関する検討 WG」を設置し，各施設の現状分析を行い，各組織の機能向

上・組織連携によるサービス拡大の具体的内容を検討し，中間報告書をとりまとめている（資料 76－１）。

これにより，これまでの物理的な新施設の設置構想から，施設の枠を超えたバーチャルな組織運営を基

本とする全学的な情報コンテンツの収集・発信体制の構築を基本方針として，「次世代情報関連施設の

機能の在り方に関する検討 WG」に代わる「Tokyo Tech STAR 検討 WG」を設置して，平成 17 年度には，

①研究論文（「研究情報」）の蓄積・発信を行うオープンリサーチリポジトリ（Open Research Repository: 

ORR），②Tokyo Tech OpenCourseWare(Tokyo Tech OCW)を中心とする講義コンテンツ（「教育」）の蓄積・

発信，③図書館・百年記念館・地球史資料館等に代表される研究成果物(Non-Digitized Repository)の

提供・展示及びその電子的発信（Open Digital Museum: ODM）を柱とした Tokyo Tech STAR(Science and 

Technology Academic Repository)構想を策定した（資料 48－２－２ P203）。 

各柱の具体的機能については，検討を重ね，Tokyo Tech OCW（資料 28－８ P123），Tokyo Tech ORR

（資料 71－１ P279）などを，次々に実現している。 

 

（資料 76－１）次世代情報関連施設の機能の在り方に関する検討ＷＧ中間報告書（抜粋） 

６．情報蓄積・発信機能の充実 

学内で生産・蓄積された，有形・無形の知的財産を，本学としての合意形成を行った上で，事業・業務として一定の方針のも

とに収集・整理・保存し，世界に向けて情報発信することは，社会に対する本学の研究・教育活動の説明責任を履行すると同

時に，大学としての知名度を向上させ，延いては共同研究や外部資金等を獲得することに繋がるものと考えられる。 

具体的な知的財産には，学術論文はもとより，プレプリント，ワーキングペーパー，テクニカルペーパー，修士論文，博士論

文，教材情報等々の研究成果，それらのディジタル情報，画像情報が先ず挙げられる。また，百年記念館やフロンティア創造

共同研究センターが所有する発明機器，製作作品，試作機器，最新技術で作られた機器，模型，復元物等の学術標本とそれ

らに関する画像情報，地球史資料館が所有する化石，鉱物及び岩石等の標本とその高精細画像情報，及びそれらの資料に

係る解説情報も含まれる。ディジタル情報，画像情報をデータベース化し，収集・発信すれば，バーチャルなミュージアムとし

ての機能を持たせることができる。 

本学では，附属図書館が業務として情報を蓄積・発信している学位論文情報，東工大先生の本の目次情報及び研究者情

報等を除き，研究室又は個人で，自ら生産した学術論文（書誌情報又は全文情報）等をデータベース又はホームページ上で

管理している，あるいは全く管理していない両パターンの教員がいるものと思われる。 

他方，本学内では，MIT の OCW に呼応した，教育に関するコンテンツ情報をインターネット上に構築する事業が，大学の事

業として本格的に稼動し始めている。また，学術国際情報センターの教員等による「教育・研究コンテンツの蓄積と活用」をテ

ーマに，講義資料，講義ビデオ及び学術論文等を蓄積し，高度情報検索機能による情報提供を可能とするシステム構築の研

究・開発が行われている。 

このような状況の中で，これまで紙媒体や電子媒体上に記録した学術情報を収集・組織化・利用提供，そして保存を行って

きた附属図書館が，その図書館機能の延長上で，知的財産の電子的蓄積及び情報発信を推進する中心的役割を担うことが

考えられる。もちろん，学術国際情報センターをはじめ，21 世紀 COE プログラム「大規模知識資源の体系化と活用基盤構 

築」関係教員等とも密接に連携し，かつ支援を受け，知的財産の蓄積・発信に必要な，すべての要素・システムの研究・開発，

システム構築及び情報のデータベース化を推進する必要がある。 

ついては，21 世紀個性輝く東京工業大学検討委員会情報基盤部会のもとに，例えば「機関リポジトリ（注）構築 WG」あるい

は「情報蓄積・活用検討 WG」といった名称のワーキンググループを設置することを提案する。【資料２】参照。 

（注）大学で生産された電子的な知的生産物を補足し，保存し，原則的に無償で発信するためのインターネット上の保存書庫 
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資料２
 

機関リポジトリ（Institutional Repository）構築検討ＷＧ（仮称）の設置について（案） 
 
１．目的 

学内で生産された電子的な知的生産物（知的財産）を，大学の合意形成を受けた上で，事業として一定の方針のもとに収
集・整理・保存し，インターネットを介して社会に情報発信するシステムを構築することを目的とする。 
 
２．当面の課題 
・どのような種類のデジタルコンテンツ（例えば，学術論文，博物資料等）を優先して登録するのか。 
・附属図書館ＴＤＬシステムと他のシステムとの連携 
・研究者情報システム（データの流用を含め）と他のシステムとの連携 
・機関リポジトリ（Institutional Repository）構築の必要性について，学内教職員に認知してもらう啓蒙活動 
 
３．検討ＷＧの位置付け 
２１世紀個性輝く東京工業大学検討委員会情報基盤部会のもとに，検討ＷＧを設置。 
 
４．構成メンバー 
・情報蓄積・活用専門委員会委員  名 
・学術情報部情報図書館課職員  名 
・学術情報部情報基盤課職員  名 
・部局等から数名（関心のある方）  名 
・その他 
 
５． 設置置期間 
平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日 
 
６． 庶務 
学術情報部情報図書館課 
 
７．電子的コンテンツの種類 

１．学術雑誌や学会誌等に投稿された論文のうち，オープンアクセスの許諾が得られた論文（全文） 
２．博士論文及び修士論文（著作権の許諾が必要） 
３．プレプリント，ワーキングペーパー，テクニカルペーパー（著作権の許諾が必要） 
４．講義に使用する教材（教材，映像資料 著作権の許諾が必要） 
５．シラバス，ＯＣＷ（現在，別システムで構築中） 
６．博物資料（発明機器，模型，陶芸品，東工大歴史資料等の高精細画像やテキスト） 
７．ソフトウェア，データベース（著作権の許諾が必要） 

 
参考資料 
１． 東工大における情報蓄積・活用の中期目標・中期計画に関するメモ（H14.8.1） 
２． 東京工業大学デジタル科学・技術アーカイブ（ポータルサイト）の構築（全学的な視野に立った提案書） 

出典：次世代情報関連施設の機能の在り方に関する検討ＷＧ中間報告書 

 

b)「小項目５」の達成状況 

(達成状況の判断)  

目標の達成状況が良好である。 

 

(判断理由)  

社会及び学内から次世代情報関連施設に求められている機能について検討を行い，Tokyo Tech STAR

構想を策定している。この構想の下，T2R2，OCW といった全学的な情報コンテンツの収集・発信を次々

に開始し，教育・研究・社会貢献のための新たな情報提供及びサービスの拡大を図っている。 
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②中項目１の達成状況 

(達成状況の判断)   

目的の達成状況が非常に優れている。 

 

(判断理由)   

附属図書館の有する学術情報については，本学のみならず，拠点図書館として，全国的な教育・研究

の基盤であるとの認識のもと，学長の戦略的マネジメント組織の一つである「情報基盤統括室」を中心

に戦略的に整備を推進している。 

蔵書検索システム（OPAC）を中心とした電子図書館システムを充実させるとともに，主要な電子ジャ

ーナル・学術文献データベースを整備し，電子媒体と紙媒体資料を組み合わせ，効果的に運用している。

また，外国雑誌センター館として，国内の網羅的な収集が可能となるよう国内未収集の外国雑誌を中心

に収集を進め，国内外の研究者の学術研究を支援している。 

学生の自学自習効果を高めることを配慮した図書・資料の収集及び利便性とセキュリティを考慮した

情報アクセス環境の充実等を図っている。 

学内関係組織の連携により Tokyo Tech STAR 構想を策定し，T2R2，OCW といった全学的な情報コンテ

ンツの収集・発信を次々に開始しており，附属図書館を中心とした学術情報基盤が，本学の教育・研究

活動の重要な基盤となっている。 

 

③優れた点及び改善を要する点等 

(優れた点)  

１．本学における学術研究活動の成果を，一元的かつ恒久的に，効率的に収集・蓄積・保存するため，

T2R2 システムを開発し運用を開始している。また，本システムは，体系的情報発信を可能とするポー

タル機能を有しており，広く国内外に無償で発信・提供している。運用後６ヶ月強の期間に，登録サ

イトアクセス数が 104,112 件，業績詳細画面閲覧数が 1,265,222 件となっている。（計画１－１，５

－１） 

２．理工学系雑誌の収集数において国内最大規模を誇る図書館であり，また分野別に９大学に配置され

た外国雑誌センター館の一つとして，国内未収集の外国学術雑誌等を体系的に収集・整理し，国内外

の研究者等を対象にサービスを提供している。また，大学図書館間の文献複写物提供サービスに力を

入れ，その提供実績数は全国の大学で２位となっている。（計画２－１） 

３．新電子図書館システムの導入により，電子ジャーナルサービス等と本学 OPAC（蔵書検索）との連携

をさらに強化し利便性を高めたことなどから，利用実績の増加に繋がっている。（計画３－１） 

 

(改善を要する点)  

該当なし。 

 

(特色ある点)  

１．本学教員等の著書約 3,500 冊の目次情報等を独自にデータベース化することにより，学習用図書の

より詳細な検索を可能としており，利用数も年々増加している。（計画１－１，４－２） 

２．「東京工業大学キャンパス共通認証・認可システム」を利用することで，全世界どこからでも OPAC

（蔵書検索）やオリジナルデータベースサービス，電子ジャーナルサービス，オンラインリクエスト

サービス等を利用することが可能となり，自学自習の環境整備が進んでいる。（計画１－１，４－２） 

３．専門的な知識を有する図書館職員が，学部１年次全員が対象の授業「コンピュータリテラシ」を毎

年実施しているほか，一部の学科・専攻の授業において行っている電子ジャーナルの利用方法を中心

とした講義は，授業依頼の増加により平成 20 年度は年間７講義の開講を予定している。（計画４－１）  


